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Ⅰ組織の現況及び特徴と目的  

１現況 

（１）  学部等名：熊本大学大学院先導機構 

（２）  学生数及び教員数（平成 30 年５月１日現在） 

：学生数０人、専任教員数（現員数）：准教授９人、助教６人（計 15 人） 

２特徴 

 大学院先導機構は、平成 19 年度に学長直轄の組織として設置され、その後、大学院先導

機構の機能と体制をより強化するため、平成 24 年度に「リーディング大学院部門」、「先

導的研究人材育成部門」、「拠点形成研究部門」、「研究戦略・研究推進部門」の４部門

体制となり、「人の命・人と自然・人と社会」の科学を営む３つの系の大学院を牽引し、

連携・充実・発展させている。 

大学院先導機構では、生命科学、自然科学、人文社会科学及び学際・複合・新領域の学

問領域で最も力のある分野において先導的研究を重点化し、大学院における研究教育の活

性化及び変革発展を先導することを目的としている。 

また、大学院先導機構における研究推進を通じて、新研究センター、新大学院専攻等を

創出し、産学連携、国際連携により国際社会及び地域社会に貢献しうる存在感ある総合大

学の構築を目指している。 

平成 25 年度に文部科学省「研究大学強化促進事業」の採択を受け、統括責任者である学

長のリーダーシップの下に円滑に本事業を実施するため、構想した事業を大学院先導機構

の各部門内に組織し、副機構長である研究担当理事（実施責任者）が主導して実施する体

制となった。 

 「リーディング大学院部門」では、部局間の調整あるいは、教育と研究の調整を図る体

制を整備し、大学院教育の更なる充実を図っている。 

博士課程教育リーディングプログラムは、平成 23 年度からスタートした文部科学省の事

業の一つで、大学院教育改革を主たる目的とし、広く産学官にわたりグローバルに活躍す

るリーダーを育成することを目標としており、大学院医学教育部・大学院薬学教育部が主

体となって提案したプログラムが、平成 24 年度「複合領域型(生命健康)」の採択を受け

た。 

「先導的研究人材育成部門」では、教員人事のテニュアトラック制や卓越研究員制度の

活用を推進しており、この制度により国際共同研究を推進する教員を募っている。 

平成 19 年度に文部科学省科学技術振興調整費「若手研究者の自律的研究環境整備促進事 

業」、平成 24 年度に文部科学省「科学技術人材育成費補助金（テニュアトラック普及・定

着事業）」の採択を受け、人事制度改革に取り組んできた。 

さらに、テニュアトラック制を全学的に普及・定着させるために、各部局が積極的に導入・

活用し易い環境の更なる整備を行っている。 

 「拠点形成研究部門」では、国際共同研究拠点、国際先端研究拠点、拠点形成研究（平

成 29 年度からは、みらい研究推進事業、めばえ研究推進事業）を設け、プロジェクトの萌

芽期から世界最高水準の研究まで、各ステージに応じた育成・支援体制を整備している。 

国際共同研究拠点は生命科学、自然科学、人文社会科学の３系にそれぞれ拠点を設置し国

際共同研究の推進を図っている。 

国際先端研究拠点は、国際的に卓越した教育研究拠点を形成し世界をリードする人材育

成を実施してきた実績を持ち、本学を代表する世界最高水準の先端的・先導的研究拠点と

して、発生医学研究、エイズ学研究、パルスパワー科学研究グループを認定し、平成 27 年

度よりマグネシウム研究を追加認定し、重点支援を行っている。 

拠点形成研究は、平成 28 年度まで「拠点形成研究Ａ」及び「拠点形成研究Ｂ」の各プロジ

ェクトを学内選定し支援を行っており、平成 29 年度から、「みらい研究推進事業」及び「め

ばえ研究推進事業」に改善して支援を実施している。 
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みらい研究推進事業は、次世代の本学を代表する世界トップレベルの研究領域として発

展させるとともに、当該領域をけん引するリーダーの育成・輩出することを目指す研究拠

点であり、毎年度評価を行い３年間の継続支援を行うものである。 

めばえ研究推進事業は、学術の既成概念や方向を大きく変革・転換しうる大胆で挑戦的

な研究を、将来の本学を代表しうる研究を活性化することを目的としたもので、単年度の

支援で、年度末に評価を行うものである。 

「研究戦略・研究推進部門」では、平成 25 年度の研究大学強化促進事業の採択を受け

て、新たに URA 推進室と研究サポート推進室を本部門に組織し、研究支援体制を強化した。 

URA 推進室は、シニア URA、URA（研究系及び産学系）、URA 研究員で構成され、URA（研

究コーディネーター）が学内外の情報収集・分析業務、新規研究拠点の発掘・育成及び国

際共同研究や異分野融合型研究のコーディネート、申請書作成支援、プロジェクトの進捗

管理、企業との連携支援業務、アウトリーチ活動等の多岐にわたる研究支援業務を行って

おり、本学の研究力強化へ寄与している。 

研究サポート推進室は、全学的に研究系技術支援職員を組織化し、研究用共用設備・機

器利用におけるサポートなど研究支援、研究環境整備を推進している。 

 
３組織の目的  
大学院先導機構では、生命科学、自然科学、人文社会科学及び学際・複合・新領域の学

問領域で最も力のある分野において先導的研究を重点化し、大学院における研究教育の活

性化及び変革発展を先導することを目的としている。 

また、大学院先導機構における研究推進を通じて、新研究センター、新大学院専攻等を

創出し、産学連携、国際連携により国際社会及び地域社会に貢献しうる存在感ある総合大

学の構築を目指している。  
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１．教育の目的と特徴  
（１）目的（養成したい人材像） 

人類の健康増進に繋がる生命科学が急速に展開し、専門化・細分化されていることから、

その成果を社会全体に分かりやすく波及することが重要である。「HIGO（ Health life 

science: Interdisciplinary and Glocal Oriented）プログラム」は、医学・薬学等を基

盤とする健康生命科学の専門的知識と研究マインドをもち、九州という地域性と世界観（主

にアジア）を連結した国際・地域社会（グローカル社会）における課題とニーズを捉えて、

健康増進と疾病対策のために最新の知見と科学技術を活用する次代の医療人・専門職業人

を養成する。医学・薬学・生命科学等から要点を抽出・集約して「健康生命科学パイオニ

ア HLSP（Health Life Science Pioneer）」コースを新設し、これらの専門的な理解に加え

て、人と社会と自然に関する総合的な知識や情報を積極的に習得することで、真に世界に

貢献できる学識と応用能力を獲得する。とりわけ、熊本大学と熊本県・熊本市が一体とな

った「グローカル社会文化科学 GSCS（Glocal Social and Culture Science）」を通して、

アジアと九州、歴史と文化、政治・経済・社会と生命倫理などを理解し、健康生命科学を

グローカル社会の中に位置づける。この有機的に統合した斬新な大学院コースを設置し、

国際的・地際的・学際的な視野と思考力に基づき、世界と地域の諸課題を自ら発見・行動・

解決できるグローカル社会リーダーHLSP の輩出を実現する。 

 
（２）特徴（プログラムの特色） 

１）グローカル社会への貢献を目指した大学・行政・産業界の連携 

従来の理系大学院人材は、高い専門性と欧米指向のため、地域社会やアジアに対する

意識が希薄になりがちであった。しかし、科学技術が進歩する現代社会にこそ、総合的

な知識と合理的判断力をもつ理系人材が不可欠である。ここで若い世代がリーダーとし

て活躍するには、地域や世界の人々と協働して、課題解決に自在に挑戦することが必要

である。熊本大学は熊本県・熊本市と一体として「くまもと都市戦略会議」「熊本上海オ

フィス」の運営などの公共政策形成や社会活動を展開しており、とくに医療・教育・食

糧・観光でアジアへの取組みを重視している。健康増進と疾病対策を先導するリーダー

には、専門的な知識・技術に加えて、健康・医療と密接に関わる生活圏の理解が不可欠

であり、産学官が一体になった HIGO プログラムで初めてそれは可能になる。行政及び地

域・企業と連携することで、実践的な GSCS 教育が実施できる。県庁、市役所、上海オフ

ィスや企業など、行政・産業界・海外へのインターンシップを導入し、我が国の産学官

が連携して、地域、そしてアジア諸国に重点を置きながら、世界水準で国際社会に展開

する中核的リーダーを育成する。 

２）最先端かつ国際最高水準の健康生命科学プログラム 

熊本大学大学院の医学教育部と薬学教育部は常に協働しており、その構成員である発

生医学研究所及びエイズ学研究センターは 2 つのグローバル COE 拠点の中軸である。こ

の基盤の上に、医学・薬学・生命科学及び GSCS で構成する HLSP コースを開設する。デ

ュアル･メンター制及び研究室ローテーションによる多角的視野の養成、e ラーニングシ

ステムによる知識の効率的な習得を図る。国内外からポテンシャルのある大学院生を集

結させて、彼らが切磋琢磨する学際的な大部屋教育を行ない、国際感覚と総合知識を涵

養する。本学に「国際先端医学研究拠点施設」が平成 25 年度に建設され、生命資源研

究・支援センター等の設備を使用し、研究支援を受けることができる。近年の外国人留

学生の増加に伴い、上記 COE 拠点では授業やセミナーの完全英語化を達成している。本

プログラムでは、外国人留学生の比率をさらに 4 割程度を目標にかかげ、日本に居なが

ら実践的な国際化を目指す。大学・社会が一体となって、地域と世界で実働するリーダ

ー育成環境に努める。 
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［想定する関係者とその期待］ 

 想定する関係者は、HIGO プログラム生（以下「プログラム生」という。）、修了者、HIGO

プログラム担当者（以下「プログラム担当者」という。）、HIGO プログラム専任教員（以下

「特任教員」という。）、その他学内関係者、産官学の評価会議の外部委員、行政・企業セ

ミナーの講師、インターンシップ等の担当者及び医療・保健、創薬・薬事、教育・研究、

衣食住・環境・安全の諸分野における、グローカル社会の構成員（地域住民を含む。）など

で、世界と地域の諸課題を自ら発見・解決し、医療、健康管理、QOL（quality of life）

の分野で、グローカル社会のリーダーを輩出することが期待される。 

 
※本プログラムは、平成 24 年度文部科学省により採択されたプログラムであり、平成 27

年度に中間評価、平成 30 年度に事後評価を受けることから、組織評価として、平成 28

年度～29 年度の状況の分析を行う。 

 
２．優れた点及び改善を要する点の抽出  
【優れた点】 

 ・学長を中心としたマネジメント体制が構築されており、プログラム責任者及びプログ

ラムコーディネーターが組織的に企画・運営している。また、学生・職員のアンケート

調査結果も好評価である。加えて、外部評価委員による評価会議が機能し、プログラム

の検証・改善が図られている。 

・当プログラムは、地域性と世界観を組み合わせた研究マインドと深化した専門知識を

併せ持つ次世代の医療関連専門職業人の育成を目に見える教育プログラムと研究プロジ

ェクトにより実施しており、その独創性は高く評価され、活動報告書とインタ一ンシッ

プ・研究活動報告会から HIGO プログラムが着実に成果を挙げている。特に、国際交流活

動、社会活動を通じで、留学生および日本人学生がモチベーション、コミュニケーショ

ン、社会性などの資質を伸ばしていることは評価できる。このプログラムでは医学・薬

学・生命科学で研鎖をつむ学生に対して、健康生命科学と社会文化科学に関するプログ

ラムに参画させていることがその成果に繋がっている。また、学生が自ら考えた企画・

ボランテイア活動に時間をかけて取組み成果を挙げていること、報告会を学生がオーガ

ナイズしていることも評価できる。 

・国内外の多様なインターンシップと多角的視点からのセミナーおよび研究実践を特徴

とする人材育成に努めており、リーダーシップの一層の涵養の観点からリーダーシップ

トレーニングに係る研修などさらに工夫がなされ、実効性を伴うユニークな人材育成事

業であることが高く評価される。熊本あるいは九州域内、さらには日本および世界を含

む社会とのつながりを若い人材に持たせるべくサポートを工夫する取組がプログラム担

当教員に十分見られ、事務局の支援と相まって、体制としても良好と考えられる。 

・学生の研究レベルの確保の重要性が中間評価において指摘されたが、学生の学術論文

掲載数や学会での受賞件数、日本学術振興会特別研究員採用者数、プログラム修了者の

進路状況（国際的な活動、起業等）を見る限り、研究レベルは確保されていると判断す

る。 

・優秀な学生をグローバルに活躍するリーダーへと導く一貫した教育プログラムはほぼ

完成している。教員はじめこのプログラムに関係するスタッフの努力など、教育プログ

ラムは順調に進んでいると判断できる。中でもプログラム担当者が評価委員の指摘や PO

（プログラムオフィサー）のアドバイスに従い、積極的に実施内容の修正・改良を行っ

てきた点は高く評価できる。 

 
【改善を要する点】  

・全体として順調に進捗しているが、支援期間終了後を見据えて、大学においてプログ 

ラムをどう定着・発展させていくかが重要である。 
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・支援期間終了が近づくにつれ、学生が不安に思ったり、経済的に困窮する事態になら 

ないようにする必要がある。 

・プログラム参加学生とそれ以外の学生との間で、将来のキャリア像に関する意識や修 

了後の実際の進路に関してデータを比較できるようにし、本プログラムの有効性を検証

することが必要である。 

・プログラム修了者が、社会でどのように活躍しているかを長期にわたって把握する仕 

組みを早急に確立する必要がある。 

 
３．観点ごとの分析及び判定  
分析項目Ⅰ 教育活動の状況  
観点 １－１教育の実施体制  

（観点に係る状況）  
〈教育組織編成や教育体制の工夫とその効果〉 

・大学内におけるリーディングプログラムの位置付け、学長を中心とした責任あるマネジ

メント体制 

リーディングプログラム（HIGO プログラム）は、大学院先導機構の１つの部門として明

確に位置付けられ、組織、人事等に関する重要事項については、大学院先導機構運営委員

会等で審議等を行っている。 

・運営委員会等の運営体制、その活動状況 

 HIGO プログラムのカリキュラム、運営、およびプログラムの様々な施策の策定・実施に

ついて、運営委員会で審議を行い、実施している。 

 HIGO プログラム運営委員会は、毎月１回定期的に開催している。 

 また、平成 27 年度の中間評価に向けて、26 年度には具体的な課題に対応した４つの WG

を設け、運営委員会で検討する前の具体の検討を行い、課題解決に向けた詳細な施策の検

討並びに運営委員会の審議の省力化を図った。 

さらに、HIGO プログラムのカリキュラムや教育体制、学生支援等について、委員会への

具体的提案のための調査・検討を行うため、各特任教員がそれぞれ分担して取り組むとと

もに、必要に応じて特 

任会議を開催し、情報の共有や課題解決 

に努めている。 

・プログラム担当教員数、分野の構成等（担当教員数、役割、分野のバランス等） 

 プログラムの計画に当たり、分野の構成や学外者の協力等を意識して以下のプログラム

担当教員を配置した。プログラムについては、運営委員会の委員となっている担当教員（下

線）が中心となって積極的に参画している。 

 

・プログラム支援体制（事務組織、他組織との連携体制など） 

 プログラムの事務的な支援は、リーディングプログラム推進チームが中心に行っている

が、プログラム生の選抜、カリキュラムの実施等については、生命科学系事務部の医学系

及び薬学系の担当者と連携を図りながら支援業務を行っている。また、文部科学省や日本

学術振興会とのやりとりについては、研究推進課が窓口となっており、情報共有、連携等

を密に行っている。 

 さらに、人文社会科学系の担当教員は、キャンパスが離れているため、当該キャンパス

に事務担当者を配置するとともに、発生医学研究所にも事務担当者を置き、担当者間の密

接な連携を図りながら支援を行っている。 

 

・リーディング大学院の国からの支援が終了した後、HIGO プログラムの位置付けと大学か

らの支援 

 本プログラムは、平成 31 年度以降も、大学独自資金により継続することが決まってお
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り、大学院先導機構から大学教育統括管理運営機構への組織再編を予定している。これに

より、大学院教育の全学的改革が加速できる。一方、HIGO プログラム自体は、プログラム

の実施に必要な経費の財源を確保している。留学生には月額 10 万円の修学支援、日本人学

生には授業料の実質無料化を実施するほか、経済的に困窮度の高い日本人学生は HIGO プ

ログラム大学院生研究員として雇用し支援する。カリキュラムに係る旅費、独創的教育研

究活動経費、研究成果発表費用等の支援は継続して実施する。さらに、学生の支援等の充

実を企図し、平成 29 年度、熊本大学基金内に「HIGO プログラム教育研究支援事業」を特

設した。 

 

〈多様な教員の確保とその効果〉 

・担当教員の年齢、女性教員、外国人教員の参画状況 

 平成 30 年４月現在、学内における担当教員数は 32 人、学外は９人（そのうち、大学以

外に属する者７人）、女性教員７人、外国人教員２人が担当している。（前掲、HIGO プログ

ラム担当者の表参照） 

多様な教員により、医学、薬学、社会文化科学の各領域、およびセミナー、インターン

シップ等、行政、産業界等の学外者による幅の広い教育が実施されている。 

 

・特任教員の適切な公募、選考 

 平成 28 年度に２名、平成 29 年度に２名の特任教員を採用した。いずれも公募を行い、

応募者に対しては研究成果、HIGO プログラムに対する理解、将来の展望等についてのプレ

ゼンを課し、運営委員会で選考を行った。 

 

〈入学者選抜方法の工夫とその効果〉 

・選抜試験方法、選抜試験実施体制、選抜方法等 

選抜方法の工夫：選抜は医学・薬学教育部に入学した学生を対象として行い、優秀な学

生を獲得するために、選抜試験には TOEFL などの国際的英語試験を採用した。さらに、社

会文化科学に関する小論文の作成と面接を通して多面的な評価を行った。英語スコア及び

面接点については最低基準を設けた。 

優秀な学生を獲得するための工夫：優秀な大学院合格者と個別面談を行い、カリキュラ

ムの特長、経済的支援、マルチメンター制度によるきめ細かな指導・支援などのプログラ

ムの魅力を説明して勧誘を行った。また、学内のみならず学外の入試説明会（学会におけ

る合同大学院入試説明会など）で紹介し、ニュースレターとパンフレットの定期的発行、

SNS や JR 広報誌広告等も活用した。外国人留学生については、教員や留学生の人的ネッ

トワークも活用して広くリクルートした。 

入学希望者が修了後の進路を具体的にイメージできるように、修了者の就職先を開示し

ている。さらに、修了者に対するアンケートを基に、本プログラムを通じて大きく成長し

た点（プログラムで身に着いた力、現在の仕事に役立っている力など）を紹介し、アピー

ルしている。 

 

・学生獲得状況（日本人、留学生、熊大以外、社会人） 

平成 30 年５月１日現在で、平成 25 年度入学者４名、平成 26 年度入学者５名、平成 27

年度入学者 17 名、平成 28 年度入学者 11 名、平成 29 年度入学者 12 名、平成 30 年度入学

者３名の 52 名が在籍している（定員は 12 名）。うち、留学生 28 名、他大学出身者は２名

となっている。また、準プログラム生として、平成 25 年度 12 名、平成 26 年度９名、平成

27 年度６名、平成 28 年度８名、平成 29 年度 16 名を受け入れた。 

 

・求める学生像の周知 

 HIGO プログラムのホームページには選抜試験の評価基準として、「研究に意欲を持つ」
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「進路に関する明確なビジョンを持つ」「医・薬専門領域と社会文化科学を学習する素質と

意欲がある」と記載している。 

また、大学院進学説明会や入学後の HIGO プログラム説明会の際に、HIGO プログラムの

概要、目的等について説明を行っている。 

・周知する時期・期間、相手方等 

 募集要項は、入学試験に併せて選抜試験を行う場合は３か月程度前、４月入学者への説

明は入学時のガイダンスの時期（選抜試験の１月程度前）に周知している。周知の方法と

しては、各教育部の教員あて通知、および Web ページに掲載している。 

 

・多様な背景をもつ優秀な学生の獲得 

 出身学部としては、医学教育部の学生では歯科口腔外科学、応用生物学、保健学等の分

野から、薬学教育部の学生では医療薬学、創薬生命薬科学等の分野から、留学生の出身国

は、中国、フィリピン、ネパール、ミｬンマー、インド、バングラデシュ、ナイジェリア、

エジプト、アルメニア等となっている。また、前職として大学教員、企業の研究員、医師

など社会人の入学者もいる。 

 

・選抜方法の見直し等 

 入学前あるいは入学時の HIGO プログラムに対する理解が必ずしも十分でないことから、

一般の選抜試験に加え、学年の途中からプログラム生となる編入試験を実施するなど、プ

ログラムが抱える課題に対応した選抜方法の見直し等の工夫を行っている。 

 

・国際化推進機構と連携した留学生確保のための取組 

 国際化推進機構の教員とプログラム担当教員が連携して海外での HIGO プログラムの広

報活動及び学生獲得に向けた取組を行っている。また、熊本大学と海外の大学と協力して

実施している熊本大学フォーラムにおいても HIGO プログラムについて説明を行った。さ

らに、特任教員が海外リクルート活動に努めている。 

 

〈教員の教育力向上や職員の専門性向上のための体制の整備とその効果〉 
・マルチメンター制度 

学生１人に２人の教員（プログラム担当者 
及び若手の特任教員）を配置する、マルチメンター制度を採用している。平成 28 年度～30
年度には、特任教員による学生面談の分析結果が運営会議に報告され、プログラムの改善
に反映されるなど、教員の教育力向上にも 
役立っている。 
 
・特任会議の開催 
 毎月定例で、特任教員による特任会議が開催され、セミナーやインターンシップ等のプ
ログラムの進捗状況、学生指導に係る様々な課題等について意見交換が行われ、プログラ
ムの改善及び教員相互の資質向上に寄与して 
いる。 
 
・職員の専門性向上のための体制 
 プログラム生の半数以上が留学生であり、また、海外インターンシップなどプログラム
運営上の理由から、担当教職員の英語スキルが求められ、平成 29 年度の学内の英語研修に
教員２名、事務職員１名が参加し、英語能力の向上を図った。 
 

・HIGO プログラムの評価（プログラムの自己点検・評価、評価委員会による評価など） 

 自己点検・評価や PO による助言に基づく改善に加え、「リーディングプログラム評価会

議」を設置し、平成 26 年度から毎年、計４回評価を実施している。産学官の評価委員６人

から意見や助言を受け、課題ごとに WG で検討・対応した上で、次年度の評価会議で報告

し、プログラム担当者等と意見交換を行っている。 
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・インターンシップの継続・発展を目指し、受入れ先の企業や行政機関の担当者に対し 

て、毎年、メールや対面での事前会議、実施後の学生コメントのフィードバックを行 

い、次年度のインターンシップの目的の明確化、内容の改善につなげた。また、外部評 

価会議やインターンシップ報告会へ招待し、本プログラムの教育理念の理解を得るよ 

うに努めた。学生に対しては、学生自ら関心を持ったインターンシップを受講させ、さ 

らに事前・事後学習を取り入れたことにより、学生の自主性・積極性を高めることに成功

した。 

 

・プログラムの向上に資するようなセミナー、シンポジウム等の発信 

 セミナー、インターンシップの周知は、ホームページへの掲載及び学内構成員へメール

により通知している。 

 

・プログラムの向上に資するようなセミナー、シンポジウム等の実績報告 

 セミナー、インターンシップの報告については、運営委員会に報告書を提出するととも

に、ホームページにも掲載している。 

また、本プログラムについて全学的に理解してもらう必要があることから、平成 26 年度

から、学内において、HIGO プログラムインターンシップ研究活動報告会を毎年開催し、産

学官民等の機関からパネリストが参加して、パネルディスカッションを行ったり、学生ら

による国内外におけるインターンシップ等の活動報告、研究活動発表やポスターセッショ

ンを実施している。 

 

〈教育プログラムの質の保証・質の向上のための工夫とその効果〉 

（１）Qualifying Examination(QE) 

基礎コース+専門コースの QE：基礎コース（修士課程・博士前期課程）の学生は、修士論

文の提出に先立って、社会文化科学に関する研究成果（学生独自のテーマの下にインター

ンシップや課外活動等で得た研究成果）を纏めたレポートを提出する。レポートの公開審

査会の合格者のみが修士論文を提出できる。本プログラムでは、博士論文研究基礎力審査

は導入していない。修士論文の審査を経て修士(健康生命科学)の学位を授与し、進学試験

合格者を専門コース（博士課程・博士後期課程）に進学させる。 

４年コース（博士課程）の QE：２年次後期に、指導教員以外のプログラム担当者とセカ

ンドメンターによる中間インタビューを実施し、研究進捗状況と科目等履修状況を確認し

た上で履修を継続できるか、運営委員会で判定する。 

習得能力の包括評価のための QE 以外の取組：ジェネリックスキルを客観的に測定する

PROG テストを実施し、学生が自分の基礎力を認識することにより学習効果の向上を図って

いる。また、７群 26 項目の学習目標を設定し、習得すべき能力とカリキュラムとの関係を

明示したチャートを提示している。 

（２）開かれた学位審査体制 

社会文化科学に関する研究成果の審査：博士論文の提出に先立って、社会文化科学に関

する研究成果（学生独自のテーマの下にインターンシップやキャリアビジョン開発コース

演習、課外活動等で得た研究成果）を纏めたレポートの提出を課している。テーマは、日

本やアジア諸国における医療福祉政策の諸課題、ハラル問題、災害トリアージなど多岐に

わたっており、学生の多様な関心や目指すキャリアパスを反映している。レポートは事前

審査と公開発表会による本審査を受け、合格者のみが博士論文を提出できる。 

博士論文の審査：博士論文の審査は、学生の所属する専攻に応じて、医学教育部と薬学

教育部において定められた通常の学位審査と同じ要件・基準の下に実施する。論文審査会

は公開され、３人以上の各教育部担当教員から構成される審査委員会が審査を行う。 

学位専攻分野名：学位専攻分野名は、医学教育部にあっては医学、生命科学又は健康生
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命科学、薬学教育部にあっては、薬学、薬科学、生命科学又は健康生命科学から学生が選

択する。このうち「健康生命科学」は本プログラム修了者のみが選択できる専攻分野名と

して新たに制定したものである。選択した専攻分野名にかかわらず本プログラムの修了が

学位記に付記される。 

 

〈リーディングプログラムの大学教育における全学的検討〉 

・支援期間終了後のリーディングプログラムの定着・発展 

熊本大学は、第３期中期目標におけるビジョンとして、Global Thinking and Local 

Action ができる人材育成を掲げており、今後、「HIGO プログラムの全学展開と卓越大学院

の構築」を通して大学院教育の機能強化を図る計画である。そこで、平成 29 年度には学長

主導で「HIGO プログラム全学展開 WG」を設置し、プログラムの優れた教育カリキュラムや

大学院教育の質保証システムを全学的に共有する方策を継続して種々検討・実施してきた。 

HIGO プログラムの企業・行政セミナーを全学に開放し、他部局との共催によるセミナーも

実施してきた。学位審査以外の QE として、学習目標 

の明示とジェネリックスキルテストの全学的な実施を 

検討中である。HIGO プログラムの発展的継続と、これを起爆剤とした全学的大学院教育改

革を一層加速するため、平成 28 年度に学部教育の質保証と改革を推進するために設置し

た組織「大学教育統括管理運営機構」内に、「大学院課程教育プログラム管理部門（仮称）」

を新設し、これに HIGO プログラム及び本プログラム全学展開 WG を移行し、全学の大学院

改革を牽引・推進する役割を果たす。（中期計画番号 62） 

 

（水準） 

教育の実施体制については期待される水準にある。 

（判断理由） 

学生を優秀なリーダーに導く充実した学位プログラム（行政や産業界と密に連携した企

業・行政セミナーや最先端研究セミナー、インターンシップ、研究室ローテーション、社

会文化科学系講義の履修と修得評価、リーダーシップトレーニング講座、マルチメンター

制度、学位の質保証システム等）が完成し、実施する体制も完備している。 

平成 30 年度をもって文部科学省からの補助金は終了するが、大学独自で本プログラム

を継続し、定着・発展させる体制が整っている。 

 
観点 １－２教育内容・教育方法  

（観点に係る状況）  
〈体系的な教育課程の編成状況〉 

・人材育成目標の明示 

 ホームページに養成したい人物像を明示（以下 1）～3)）するとともに、説明会、ガイダ

ンス等でもわかりやすく説明している。 

1)九州・アジア・世界で保健行政、医療行政、薬事行政に携わるリーダー  

2)アジアに展開する健康生命関連企業で活躍するリーダー  

3)国際的に活躍する健康生命科学分野の教育研究リーダー 

 

・体系的な教育課程としての優秀な学生をグローバルに活躍するリーダーへと導く一貫し

た学位プログラムの編成（整備）状況 

学習目標の明示と修了者の目標達成度・成長度の把握：HIGO プログラムの学習目標と各

授業科目の到達基準やキャリアパスとの関連を俯瞰できるカリキュラムマップの可視化を

行い、ホームページやニュースレター等への掲載と毎年度の説明会を徹底している。マル
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チメンターによる面談や意見聴取により、目標達成度・成長度を教員と学生で相互に確認

している。 

 

・わかりやすく学生に伝えられているか。 

 シラバスは冊子及びホームページへの掲載により、学生には周知できている。また、時

間割についても年間計画を明示している。（HIGO プログラムホームページ参照） 

 

・専門分野の枠を超えた第一線級の教員による研究指導 

 指導教員及び特任教員によるマルチメンター制により、専門分野の枠を超えた第一線級

の教員による研究指導が行われている。また、社会文化科学担当教員が分担して、社会文

化科学に関する個別相談、研究指導等を行っている。 

 

・優秀な学生が主体的に学内外で切磋琢磨する取組 

 リーディング大学院フォーラムへの参加や全国リーディング学生会議の参加及び会議の

企画・実施等、積極的に参画している。また、学生ミーティングや外国人の特任教員が昼

休みの時間を利用して、定期的にイングリッシュミーティングを実施している。さらに学

生が会議や打合せ等に自由に使えるミーティングルームを確保している。 

 

・学習支援の工夫が行われているか。 

 日本語で行われるセミナー等は、すべて同時通訳により留学生も理解できるよう配慮し

ている。また、定期的にイングリッシュミーティングを実施している。  
 
〈社会のニーズに対応した教育課程の編成・実施上の工夫〉 

・学生の俯瞰力や独創力等の汎用力を身につけることができる見通し 

 熊本大学と熊本県・市と地域社会が一体となってプログラムを進めることにより、地域

における問題点やニーズを強く意識させ、その基盤に立脚して先導的なサイエンスと国際

性を習得させることにより汎用力を身につけさせることができる。また、社会文化科学研

究科及び熊本創生推進機構（旧政策創造研究教育センター）の教員が連携して、社会文化

科学に関するカリキュラムの充実を図っている。さらに、社会文化科学担当教員が分担し

て、社会文化科学に関する個別相談、研究指導等を行っている。 

 

・産学官民等の機関等の積極的参画 

 熊本県・市、上天草市等の行政、九州経済産業局等の公的機関、大使館公使や国際 NGO

等の国際機関、ホテル日航熊本、熊日、熊本県民テレビ等の地元企業、医療、医薬品等の

関連企業などが、セミナー、インターンシップ等を通じて積極的にプログラムに参画して

いる。 

 

・具体的なキャリアパスの見通しの提示 

 本学医学・薬学教育部の平成 27-29 年度修了者のキャリアパスについて、HIGO プログラ

ムと従来カリキュラムを比較した（以下の表）。本プログラムの修了者・内定者は、従来の

大学院生に比べて医療機関・アカデミア以外の就職が約３倍に増えている。その内訳は、

企業の研究職に加え、熊本発のワクチン企業の理系総合職、国立水俣病総合研究センター

や宮崎県警科学捜査研究所の研究職、医療品・医療機器総合機構（PMDA）の専門職、医療

系専門学校の国際教育コーディネーター、起業であり、HIGO プログラムは、期待したよう

な独特かつ多様なキャリアパスを実現できた。行政・企業への就職率は、従来カリキュラ

ムに比べて、それぞれ約２倍、６倍増加しており、HIGO プログラム修了者は、行政・企業

セミナーやインターンシップなどを通じてコミュニケーション力など、社会で即戦力とな

るための能力を持って就職するため、従来カリキュラム修了者と差別化できる可能性があ
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る。従来カリキュラム修了者では、アカデミア就職者の 63%が熊本大学内に教員・ポスド

クとして留まっていた。 

しかし、HIGO プログラムのアカデミア就職者は７人全員が本学以外の大学に就職してお

り、中でも６人は海外大学への就職を果たし、その就職率は、従来カリキュラム修了者の

約３倍である。（資料Ⅱ-３-９） 

よって、HIGO プログラムが国際的教育・研究リーダーの輩出に有効であると考えられ

る。 

また、国内大学に就職した２人のうち、１人 

は外国人である点も特筆される。現在 HIGO プログラムの留学生には、高度な日本語を習

得し、日本での就職を希望する学生も数名いることから、将来、彼らが母国と日本の架け

橋となることが期待できる。 

キャリアパスの見通し：平成 29 年度に実施した就職希望調査では、本プログラムの日本

人学生は主に製薬企業の研究職、留学生はアカデミアを希望していた。一方で、行政・企 

業セミナーなどを通じて、化粧品・食品業界・特許・技術移転、コンサルティング業界や

行政機関、起業ほかアカデミア以外の多様な業種・職種への関心も生まれており、今後も

キャリア選択の広がりが期待できる。 

HIGO プログラムのキャリア支援：平成 28 年度より毎年、日本人学生及び日本で就職を

希望する留学生に対し、本学キャリア支援や HIGO プログラムによる就職セミナーを実施

している。また、平成 27-29 年度、行政機関・企業・国立機関などへの就職希望者 11 人に

対し、企業出身の教員がエントリーシート・面接指導などの支援を行い、11 人全員の書類

選考通過、８件を最終選考あるいは内定につなげた。さらに、企業・官庁・JICA などのイ

ンターンシップへの応募支援も実施し、採択につなげた。修了者・就活終了者にはアンケ

ートを実施し、体験談などを学生に開示し、全員のキャリアパスが希望通り実現するよう

努力しており、今後も継続する計画である。 

 

・学生に対する産学官民等の各界からの評価 

 熊本県・熊本市・上天草市、熊本日日新聞社・同仁化学研究所、JICA、ネパール政府、

世界銀行、WHO ほか、九州・アジア・世界の行政・企業・学術機関と連携して、健康生命

科学分野のグローカルリーダーを養成する教育システムを構築できた。九州・アジアを中

心として、行政・企業・海外インターンシップを実施し、グローカルな視点の涵養、地域

の課題発見・解決能力の向上などを図っている。 

上天草市と連携して連続実施している地域医療に関する行政インターンシップでは、多

職種連携で問題解決に取組み成果をあげている。学生の自主的な活動として、プログラム

生が、天草地域の若手医療人材の確保を目指して学生団体を立ち上げ、資金獲得やアイデ

ィアプランコンテスト開催などを果たした。 

また、熊本日日新聞社や国立水俣病総合研究センター等と連携し、水俣病を発端とした

アジアの環境汚染問題について多角的視点から学ぶなど、グローカルという趣旨に合致し

た教育効果の高いインターンシップを展開した。 

さらに、平成 28 年４月の熊本地震を受け、熊本日日新聞社では災害報道、ネパール政府

等では災害マネジメントを学ぶインターンシップをそれぞれ実施したほか、東北大学リー

ディングプログラム（G-Safety）と連携して市民公開講座を開催し、インターンシップ参

加学生らが成果を発表した。 

企業セミナーを機に、プログラム生と教員が、熊本大学・熊本県・熊本市・メディア等

と連携し、子宮頸がん検診啓発活動（K 発プロジェクト）を３年間継続して行っている。 

中高生など若い世代へのこの啓発活動は、医療貢献として「熊本大学医療活動表彰」を受

けた。 

留学生は、災害を経験したことがない 

外国人に対し、熊本地震の体験を英語・母国語で発信する活動もしている。これら 
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の活動はメディアにも取り上げられた。 

平成 29 年度は、複数のプログラム生が自らワーキンググループを立ち上げ、学生同士の

交流の場や Potluck party などの意見交換会を開催した。 

 

・修了者の社会での活躍状況を把握する仕組みの構築 

 これまでに、本プログラムでは 19 人の修了者を出している。修了者の社会での活躍状況

を長期に把握する仕組みの構築について、検証段階であるが、以下の項目について取組を

行っている。 

学外キャリア支援データベースの活用：プログラム生全員に文部科学省 科学技術・学術

政策研究所（NISTEP）主導で運用されている博士人材データベース（JGRAD）への登録、さ

らに、修了時の登録情報の更新を徹底させた。 

学内キャリア支援サイトの活用：プログラム生に、本学による就職活動の支援と卒業生

の活動状況の把握のため設置している「熊大就活ナビ KUMANAVI」サイトへの登録を推奨し、

キャリア支援を行うとともに、修了後の活動状況を把握するためのデータベースとしてい

る。 

修了者のメーリングリストの作成とアンケート実施：修了者のメーリングリストを作成

し、定期的に（毎年）更新している。また、これを活用して、修了者にアンケートを実施

し、修了者の経験談、成功事例、本プログラム生に向けたメッセージを広報誌等に掲載し

ている。入試説明会及びプログラム生への就職セミナーにも活用している。 

修了者の就職先へのアンケート実施：修了２年目以降の修了者の就職先にプログラム生

に関するアンケートを実施し、本プログラムのカリキュラムの改善に繋げている。 

修了者がプログラムに貢献できるシステムの構築：産業界・行政・研究機関において活

躍している修了者が、セミナーやシンポジウムでの講演や各所属機関におけるインターン

シップの実施などを通じて、本プログラムの発展に継続的に貢献し、次世代の修了者育成

に向けた正のスパイラルシステムを構築している。実際に、平成 29 年度のインターンシッ

プ・研究活動報告会では修了者による講演を実施した。さらに、平成 30 年度の就職セミナ

ーに修了者を講師として招聘する予定であり、修了者の就職先で実施するインターンシッ

プに修了者が講師として参加する予定である。 

ワーキンググループによる支援と調査体制の構築：学外連携・キャリア支援 WG におい

て、上記に掲げた取組の実施内容の検証・改善を図り、学生から修了者まで切れ目のない

中長期的キャリア支援と、組織的で有効な追跡調査を可能とするシステムの構築を検討す

る。 

 

・HIGO プログラムに期待する点の把握 

 プログラム運営 WG にて、修了者の就職先を対象にした修了者の活躍に関するアンケー

トを作成し、平成 30 年４月に、アンケートを実施した。その結果、就職先から、HIGO プ

ログラムが育成する人材像や学習目標に対する賛同が得られた。また、修了者の上司らは、

プログラム修了者の企画立案実践実行力やコミュニケーション力等が、従来の大学院修了

者に比べて、「特に優れている」と感じていることもわかった。修了者本人及び就職先への

アンケートは、支援終了後も継続して実施していく計画である。 

 

・HIGO プログラムのカリキュラムのプログラム生以外への提供 

 25 年度からプログラムの特色あるカリキュラムの一部を受講する準プログラム生の制

度を設けている。また、行政、企業セミナーは、プログラム生だけではなく、全学の教職

員あてに周知している。 
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〈国際通用性のある教育課程の編成・実施上の工夫〉 

・卓越した海外機関との国際ネットワークの構築 

 国際化推進機構との連携、及び熊本大学のアジア戦略を活用して協定校との連携を強化

している。さらに、海外インターンシップ受入先（上海交通大学、ワシントン DC の IIGR、

ニューメキシコ大学、テキサス大学エルパソ校、オーストリアのウィーン大学、ベトナム

のハノイ大学、タイの UNESCO、バングラデシュのグラミン銀行、ネパールのトリプバン大

学、JICA ネパール事務所、フィリッピンの WHO など）との連携を行っている。 

 

〈養成しようとする人材像に応じた効果的な教育方法の工夫〉 

一貫した学位プログラムの構築・整備：医学教育部と薬学教育部の各専攻に対応しなが 

ら、基礎コース（修士・博士前期課程）と専門コース（博士・博士後期課程）の５～６年

間の一貫した学位プログラムを整備した。また、６年制学部卒業者のための集中的な４年

コース（博士課程）も設けている。 

最先端かつ国際最高水準の健康生命科学プログラム：従来の大学院教育の科目である医 

学・薬学の専門講義だけでなく、39 研究室が協働した研究室ローテーション実習や、国内

外の一流の研究者を招いて毎週開催する最先端研究セミナー、学生自身の専門分野の研究

を深化させる最先端研究プロジェクトの実施、その研究成果を国内外で発表する研究プレ

ゼンテーションなど、最先端の健康生命科学を切り開くパイオニアを育成するためのプロ

グラム独自のカリキュラムを提供している。 

医学・薬学・社会文化科学の融合：環境社会医学の専門教育に加え、生命倫理、環境倫 

理、行政・公共政策、異文化共生、組織経営、技術マネジメントなどについて学習する社

会文化科学の講義・セミナー・演習科目を実施し、さらにこれらの知識・能力を実践的に

習得するための行政・企業・海外インターンシップを実施している。社会文化科学の研究

成果発表を修了要件に含めるなど、医学・薬学・社会文化科学を融合した独自の体系的な

カリキュラムを実施することで、社会的な分析・実践能力をも兼ね備えた健康生命科学の

パイオニアを育成している。 

カリキュラムマップ・学習目標の明示：カリキュラムマップや、学習目標と科目の関連 

づけ、インターンシップ企画から実施までの時系列例示などを HP に掲載して、プログラム

履修生の学習の動機付けや習得状況の自己点検・評価に役立てる他、学内外からのプログ

ラムの理解促進に活用している。 

 グローカル社会への貢献を目指した産学官連携：プログラム担当者 41 人中７人は、熊本 

県知事や熊本市長、熊本商工会議所会頭、企業経営幹部などの産官から参画している。プ 

ログラム運営委員会には、熊本日日新聞社編集委員が入り、社会・メディアの視点からプ 

ログラム運営に携わっているほか、在熊本企業の幹部や熊本市健康福祉局総括審議員など 

に外部評価委員を委嘱し、助言を得ている。また、プログラムが予め設定しているセット 

アップ型インターンシップ（行政・企業・海外インターンシップ）や行政・企業セミナー 

においては、国内の行政機関（上天草市、国立水俣病総合研究センターなど）、海外の政 

府や国際機関（ベトナム・ネパール・フィリピン政府、WHO、世界銀行など）、民間企業（新 

日本科学、同仁化学研究所、熊本日日新聞社など）など、行政・企業・大学間の幅広い連 

携に基づいたカリキュラムを展開している。これにより、地域社会とアジアのニーズを捉 

え、多様な文化・価値観を許容しながら、地域と協働してグローカルな課題を発見・解決 

できる人材を育成している。 

グローカルに活躍するリーダーの養成：単にグローバルでなく、アジアを中心にグロー 

カルに活躍できるよう、外国語研修として英語講座に加えて中国語講座を開講している。

学生がリーダーの資質を身につけるために、リーダーシップトレーニング講座を平成 28 年

度から必修化したほか、企画提案型・公募型インターンシップや、学生企画の行政・企業・

最先端研究セミナーなど、通常のカリキュラムの中に、学生の自主性を反映させる仕組み

を設けている。また、上天草インターンシップから発展した、地域医療問題に取り組む学

生団体の立ち上げや、企業セミナーから発展した産学官連携の子宮頸がん検診啓発活動、

ハラルに関する活動、異分野交流を目指した学生団体の立ち上げなど、学生の自主的な活

動をプログラムが奨励・支援することで、実践を通じたリーダーシップを涵養している。 
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・他の研究科のカリキュラムが適切に履修されているか。 

 本プログラムでは、医学教育部の学生は、医学教育部の専門科目以外に、薬学教育部の

専門科目を、基礎コースでは４単位以上、４年コース・専門コースでは１単位以上を取得

する必要がある旨、シラバスに明記している。薬学教育部の学生についても同様に医学教

育部の専門科目の受講を義務づけている。また、社会文化科学関係のカリキュラムは、す

べて必修科目となっている。(HIGO プログラムホームページ参照) 

 

・国内外の多様なセクターの教員による指導体制や組織的な支援体制の構築  

 産学官連携による指導体制：学内教員 32 人、学外教員等９人のプログラム担当者が運営

に関わっている。このうち５人が産業界経験者で、さらに４人が現在も産業界に携わりつ

つプログラム運営に関わっている。 

 

・グローバルな教育研究・生活環境の確保 

実践的な国際化の推進：プログラム生の５割が留学生で、日本人学生と留学生が日常的

に交流できる体制を構築できた。全開講科目において英語化を達成し、加えて、プログラ

ム独自の独創的教育研究活動支援では、申請書作成・口頭発表全てを英語で行うことで、

研究における英語能力の育成を図っている。また、最先端研究セミナー、生命倫理ラウン

ドテーブルなどでは、国内外の一流の研究者による英語の講義と交流を推進している。さ

らに、平成 28 年度より必修化しているリーダーシップトレーニング講座（３日間の英語に

よる集中講座）では、留学生・日本人がグループワークやロールプレイング演習を通じて、

異文化環境下でのコミュニケーション能力や協働能力を養う環境を作り上げている。 

多言語・多文化・学際的視野の修得：プログラムが設定する語学講座に加え、特任教員

による英語・日本語ミーティングを行い、より多くの語学習得機会を設けている。様々な

インターンシップ（上天草、熊本日日新聞社、ネパール、ベトナムなど）では、プログラ

ム生が母国の医療・保険制度、ジャーナリズム、環境問題などを発表し、各国の制度比較、

課題の多様性と共通性を理解する機会を提供してきた。留学生に対して教員が英語で指導

を行い、企業インターンシップでは、日本の企業での振る舞い方を含めた事前準備、行政

インターンシップでは、自治体概要や現地の文化や慣習理解などの事前準備も行っている。

海外インターンシップでは、事前学習段階から留学生と日本人学生のコミュニケーション

を図り、インターンシップの質の向上に努めている。さらに、異文化コミュニケーション

科目を通じて、様々な国の文化・生命倫理などを学ぶ機会を提供し、多文化理解を深化さ

せる体制を構築できた。 

 

〈学生の主体的な学習を促すための取組〉 

・専門分野の垣根を越えた学生同士が切磋琢磨できる環境 

 セミナー、インターンシップは、専門分野に関係なく医・薬の学生が一緒に活動してい

る。また、学生ミーティングや特任教員によるイングリッシュミーティングを実施すると

ともに、学生が会議や打合せ等に自由に使える部屋を確保している。さらに、リーディン

グ大学院フォーラムへの参加や全国リーディング学生会議の参加及び会議の企画・実施等、

積極的に参画し、大学間の交流も積極的に行っている。 

 
・マルチメンター制度：各学生に２人のプログラム担当者（うち１人は特任教員）を配 
置し指導に当たっている。加えて、平成 28 年度より各特任教員の得意事項を示したプ 
ロフィールを日本語・英語で公表し、メンターの枠を超えた指導・支援体制を強化した 
結果、社会文化科学レポート支援、語学学習支援、研究発表支援、就職活動支援など、 
学生のニーズに柔軟に対応する指導・支援体制が構築できた。 

 

 



熊本大学大学院先導機構 分析項目Ⅰ・Ⅱ 

17 
 

〈その他〉 

・大学全体としての改革理念の共有と改革の推進・協力 

学長を中心としたマネジメント体制: 前学長・現学長に対して本プログラムの概要を説

明し、改革理念を共有している。本プログラムの運営に関わる特任教員は、学長直轄の組

織である「大学院先導機構」に所属し、学長との情報共有・相談を通じて、学長直結のマ

ネジメント体制を構築している。また、補助金終了後は「大学教育統括管理運営機構」へ

の発展的移行と大学の資金等によるプログラムの継続についても、既に了承を得ている。 

学内連携の強化によるプログラム推進:本プログラムにおける社会文化科学教育につい

ては、学内他部局である熊本創生推進機構（旧政策創造研究教育センター）及び社会文化

科学研究科に所属する教員による教育指導体制が確立できた。また、セミナーや各種フォ

ーラムを、関連するイノベーション人材育成推進センター（HUREC）（当時）や URA 推進室、

発生医学研究所、熊本創生推進機構との共催で実施している。さらに、インターンシップ

先の開拓については、HUREC やマーケティング推進部、大学コンソーシアム熊本、熊本県

次世代ベンチャー創出支援コンソーシアム等と連携している。JASSO 主催の日本留学フェ

ア（ネパール）における本学の活動の一環として、本プログラムを紹介した。本学は文部

科学省「スーパーグローバル大学創成支援事業」に採択され、学部教育のグローバル化を

推進している。今後グローバル化を大学院教育に拡大するにあたり、HIGO プログラムの積

極的な水平展開が期待されている。 

大学全体での認知度向上と改革理念の共有への取組：HIGO プログラムの趣旨、活動内容

については、大学ホームページや大学広報誌「熊大通信」、プログラムのパンフレット、ニ

ュースレターを通じて、広く学内外への周知に努めている。また、インターンシップ報告

会、インターンシップ・研究活動報告会を毎年学内で開催し、大学全体に向けてプログラ

ムの概要と活動内容の周知を図っている。プログラムで開催する行政・企業セミナーを本

学学生・教職員へ広く開放するため、メール、Web サイト、ポスターを活用し、セミナー

開催の全学向けの事前周知の徹底に努めている。医学教育部及び薬学教育部の教授会にて

本プログラムに関する活動報告を行い、情報共有を図っている。さらに、HIGO プログラム

全学展開 WG（全教育部・研究科の代表者と事務職員から構成）を設置し、本プログラムに

おいて確立しているカリキュラム・コースワーク・学位審査体制・QE などについて全学的

な展開を検討している。熊本地震に関する市民公開講座を、文学部附属永青文庫研究セン

ター（当時）や自然科学研究科附属減災型社会システム実践研究教育センター（当時）と

の協働により開講した。（中期計画番号４） 

 

（水準） 

教育活動の状況については期待される水準にある。 

（判断理由） 

カリキュラムの学習目標を明示し、キャリアパスとの関連を可視化し、学生の自主的な

学習を促進した。プログラム修了者の目標達成度や修了後に役立っている能力などを調査

した結果、コミュニケーション力や企画立案実践実行力等が顕著に高いことを、修了者、

指導教員、就職先担当者が共通して評価している。（資料Ⅱ-３-13）このことは、在学期間

中に特に向上したコンピテンシーが対人基礎力（コミュニケーション力や企画立案実践実

行力に相当する力）であるというジェネリックスキルテスト（PROG テスト）による客観的

データによっても裏付けられている。 

カリキュラムを通じたキャリアパスの開拓・提示とともに、プログラム独自の就職セミ

ナー開催と特任教員による個別キャリア指導の結果、本プログラムの修了者は従来の大学

院生に比べてアカデミア・医療機関以外への就職が多く、企業や行政機関への就職率はそ

れぞれ約２倍、６倍となっている。研究職以外の総合職、専門職、起業など、多様かつ独

特なキャリアパスも実現できた。年度ごとの計画通り実施してきている。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況  
観点 2－1 学業の成果  

（観点に係る状況）  
〈履修・修了状況から判断される学習成果の状況〉 

基礎コース（修士課程）および専門コース、４年コース（博士課程）修了予定の学生は、

修士論文・博士論文の提出に先立って、社会文化科学に関する研究成果をまとめたレポー

トを提出し、担当教員の事前審査と公開発表会による本審査を受け、合格者のみが学位論

文を提出できることとしている。なお、本プログラムの修了生には、本プログラム独自の

学位として「博士（健康生命科学）」が授与される。 

４年コース（博士課程）では、２年次後期に運営委員会が指名するプログラム担当者と

セカンドメンター（特任教員）が中間インタビューを実施し、リサーチプロポーザルと履

修状況、および進路の希望などについて確認とアドバイスを行っている。インタビューの

結果を基に、運営委員会で履修を継続できるか判断している。 

・俯瞰力と独創的な想像力を備えたリーダーとしての能力 

学内・学外の担当教員並びにセミナー、インターンシップ等で協力いただいた学外者に、

プログラムの実施状況や内容、教育の成果等についてのアンケートを実施するとともに、

学外の有識者を委員とした評価会議を設置している。 

・成績評価基準の整備と学生への周知 

カリキュラムごとの授業内容、学習情報及び成績評価基準をシラバスに明記し、冊子及

びホームページへの掲載により、学生に周知している。（HIGO プログラムホームページ参

照）また、マルチメンター制度を活用して、学生の個別指導、学生相談等、個人ごとに学

生支援を行っている。 

・厳格な成績評価 

 各教員は、カリキュラムごとの授業内容、学習情報及び成績評価基準をシラバスに明記

した上で、厳格な成績評価を行っている。 

 

〈資格取得状況、学外の語学等の試験の結果、学生が受けた様々な賞の状況から判断

される学習成果の状況〉 

 

〈学業の成果の達成度や満足度に関する学生アンケート等の調査結果とその分析結果〉 

・学生及びプログラム担当者等のプログラムに対する意見、要望等の聴取 

平成 27 年度より毎年、修了時及び修了後にプログラムの学習内容・成長した点と現在

のキャリアパスの関連などについてのアンケートや、特任教員による面談を実施している。

プログラム生及び修了者全員からは、本プログラムのカリキュラムに概ね満足していると

の回答を得ている。例えば平成 29 年度の修了者 12 人に対する面談では、「留学生との交

流や海外インターンシップ、本プログラムの支援による国際学会発表により、国際感覚が 

身につき、英語・異文化への抵抗がなくなった」「研究科・分野の枠を超えた指導・交流を

通じて、社会性・多様な環境への適応性が身についた」「JICA や行政機関での OJT、医療

分野における啓発活動でコミュニケーション力、特にプレゼン力が向上したため、社会に

出られる自信となった」などの声が挙がっている。平成 27、28 年度の修了者で、企業・

アカデミアの研究者、企業経営者らも、本プログラムの行政・企業セミナーや自ら企画し

たインターンシップを通じて修得した、医学・薬学の産業界・行政への理解や企画立案実

践実行力が現在の仕事に役立っていることを実感している。 

 
☆HIGO プログラムに対する満足度 

満足もしくは非常に満足という回答した学生が多く（計 48 人、約 94%）、不満もしくは非

常に不満との回答は見られなかった。 
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・学外関係者のプログラムに対する意見、要望等の聴取 

 セミナー、インターンシップの際に、HIGO プログラムに対する意見等を聴取している。

平成 29 年度のインターンシップ受入先の行政機関及び企業への調査では、参加学生は自

主性・積極性・責任感を持って行動し、与えられた課題を適切に対応でき、学生を見て HIGO

プログラムの目的を理解できたなど高い評価を受けた。また、平成 30 年４月～５月に事後

評価におけるアンケート調査がプログラム担当者（学外連携先の産官学の担当者を含む。）

に対して実施され、本プログラムが学生の能力を向上させる上で非常に有効、ある程度有

効と回答した者が９割（90.9％）であったこと、学術研究だけでなく、産業界や官界、NPO、

国際機関で活躍する人材を育成する見込みがあると回答した者が９割（90.9％）を占める

など、高い評価を受けている。 

 

・学外関係者の意見、要望等を踏まえた改善の状況 

 平成 26 年度から大学教育における基礎力を測定できるジェネリックスキルテスト（PROG 

テスト）を導入し、プログラム運営委員会が、学生の基礎力や汎用力を、リテラシーやコ

ンピテンシーの項目として定量的に把握できるようにした。平成 29 年度には、学習目標の

各要素との対応も考慮し、修了者の成長度の把握に努めた。プログラム修了者の目標達成

度や修了後に役立っている能力などを調査した結果、コミュニケーション力や企画立案実

践実行力等が顕著に高いことを、修了者、指導教員、就職先担当者が共通して評価してい

る。このことは、平成 26-29 年度の４年間の履修により、特に向上したコンピテンシーが

対人基礎力（コミュニケーション力や企画立案実践実行力に相当する力）であるという

PROG テストによる客観的データによっても裏付けられている。 

（中期計画番号４） 

 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

上記のとおり、プログラム生は、修了要件として、社会文化科学に関する研究成果を

まとめたレポートを提出し、担当教員の事前審査と公開発表会による本審査を受け、合

格者のみが学位論文を提出でき、また、４年コース（博士課程）では、中間インタビュ

ーの結果を基に、運営委員会が履修を継続できるか判断し、さらにカリキュラムごとの

授業内容、学習情報及び成績評価基準をシラバスに明記した上で、厳格な成績評価を行

っている。 

このような「質の保証」を確保したプロセスを経て学習成果、学会や論文、研究等に

おける受賞など、多くの実績を修めており、また、学生アンケート等の調査結果からも

学業の成果の達成度や満足度も高く、HIGO プログラムに係る教育プログラムの学習効果

が反映している。 
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観点 ２－２進路・就職の状況  

（観点に係る状況）  
〈進路・就職状況、その他の状況から判断される在学中の学業の成果の状況〉 

・メンターによる、あるいはイノベーション推進人材育成センター及びキャリア支援ユニ

ットと連携したキャリア支援 

 マルチメンター制度により、メンターが個別に学生の要望を聴き、学生のキャリアにつ

いて、プログラムとして組織的に必要な情報提供、支援等を行っている。 

 
〈在学中の学業の成果に関する卒業・修了生及び進路先・就職先等の関係者への意見聴取

等の結果とその分析結果〉 

HIGO プログラムは平成 27-29 年度に 19 人の修了者を送りだした。本学大学院 医学・

薬学教育部の HIGO プログラムとそれ以外の修了者・内定者（平成 27-29 年度）との間で、

実際の進路に関するデータを比較した結果、 

①  HIGO プログラムでは、アカデミア・医療機関以外の就職率が高く(61%)、行政機関の

専門職、企業の理系総合職、起業、医療専門学校の国際教育コーディネーターほか、

独特かつ多様な人材を輩出している。 

②  HIGO プログラム以外では、アカデミア就職者の中で 63％が熊本大学内に教員・ポス

ドクとして留まっていたが、HIGO プログラムの修了者８人は全員が他大学でポジシ

ョンを得、特に海外大学への就職率が高く、将来国際教育研究リーダーとなることが

期待された。                     （中期計画番号 17） 

（水準）期待される水準にある。  
（判断理由）  

 平成 29 年度の HIGO プログラム生に対する将来のキャリア像に関する意識調査では、

製薬企業もしくはアカデミアの研究職を目指す者が主であったが、平成 29 年度の意識

調査では、製薬以外の業界（食品・化粧品・コンサルティング・商社）や研究職以外の

職種（コンサルタント、弁理士、行政職）、起業等への関心が芽生え、キャリアパスの広

がりが期待できる。 

さらに、HIGO プログラム修了者は、行政・企業セミナーやインターンシップなどを通

じてコミュニケーション力など、社会で即戦力となるための能力を持って就職できるた

め、従来のカリキュラム修了者と差別化できると期待される。 

また、マルチメンターによる学生指導の充実等により、学生のキャリア・プログラム

として組織的に必要な情報提供、支援等を行っていることからも判断される。  
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４．質の向上度の分析及び判定  
（１）  分析項目Ⅰ 教育活動の状況  
 
 （質の向上度）  
  高い質を維持している。  
 
 （理由）  
  第２期中期目標期間終了時点（平成 27 年度）では、HIGO プログラムの中間評価結果

は A 評価であり、「計画どおりの取組であり、現行の努力を継続することによって本事業

の目的を達成することが期待できる。」に従い、本プログラムの趣旨に合致した内容で、

教育体制の構築と研究教育成果をあげている。 

学生を優秀なリーダーに導く充実した学位プログラム（行政や産業界と密に連携した

企業・行政セミナーや最先端研究セミナー、インターンシップ、研究室ローテーション、

社会文化科学系講義の履修と修得評価、リーダーシップトレーニング講座、マルチメン

ター制度、学位の質保証システム等）が完成している。継続的にアンケート調査を行い、

実施内容の改善に努めている点が高く評価でき、その結果、学生の不満が減り満足度が

向上している。 

学生の主体的活動（企画提案型インターンシップの実施、企業・行政セミナーの企画、

地方自治体事業への参画、種々の企画提案コンテストへの参加・受賞、展示会等での研

究シーズ発信、学生による独創的教育研究活動への支援等）が充実してきたことは評価

できる。 

国内・海外、企業・行政、セットアップ型・企画提案型等、目的に応じた多様なイン

ターンシップ活動が定着し、年々内容が充実してきた。この理由の一つとして、担当教

職員の地道な努力に加え、インターンシップ報告会や成功事例のフローチャートの作成・

公開等、学生間の情報の継承が効果的に行われていることが挙げられる。 

毎年開催される評価会議では、外部評価委員が本プログラムの趣旨と目的を良く理解

し評価会議が機能している。また、評価委員の指摘を取り入れた適切な改善が実施され

ている。 

成長度の確認のため種々の取組を実施している。修了者に、アンケート調査を行い、

プログラムでどういった知識や能力が身に付いたか、プログラムが研究の遂行や論文作

成にどのように役立ったか、プログラムに対する満足度、などを緻密に調査し解析結果

を公表している。また、修了する予定の学生にも同様の調査を実施している。さらに、

修了者が就職先でどのように活躍しているかについて、就職先に問い合わせてアンケー

トを実施していることも高く評価できる。 

インターンシップや地域での活動を通して構築したネットワークを活用して、キャリ

アパス選択を広げる取組を行っており、今後の効果が期待できる。 

 

（２）  分析項目Ⅱ 教育成果の状況  
 

（質の向上度）  
  高い質を維持している。  
 
 （理由）  
  前述の HIGO プログラム生の学会や論文についての優秀な実績（受賞状況等）から

も明らかのように、学生の学術論文掲載数や学会での受賞件数、JSPS 特別研究員採

用者数、修了者の進路状況（国際的な活動、起業等）等から、研究レベルは確保され

ていると判断する。 

第２期中期目標期間終了時点（平成 27 年度）では、まだ、HIGO プログラムの修了生
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を輩出しておらず、本プログラムの成果の検証ができなかったが、平成 28 年度、29 年

度の進路・就職状況（前掲）をみると、修了者の進路が、医療行政関係、地元の有力企

業、学術機関（他大学及び海外）、起業など、多様化していることは、具体的な成果であ

る。 

また、修了者に対するアンケート調査では、学生への指導、授業、研究室ローテーシ

ョンの受入に対する評価では、有効、ある程度有効と回答した者が全員（100%）であっ

たこと、企業や官界等の学外者による指導、国内外の民間企業、国際機関等へのインタ

ーンシップ等の活動に対する評価が、有効、ある程度有効と回答した者が全員（100%）

であったことからも裏付けられる。 
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Ⅲ 研究の領域に関する自己評価  
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１．研究の目的と特徴 

 大学院先導機構は、学長直轄の組織として「人の命・人と自然・人と社会」の科学を

営む３つの系の大学院を牽引し、連携・充実・発展させてきた。 

 また、基礎科学と応用科学の有機的連携のもと、生命科学、自然科学、人文社会科学

及び学際・複合・新領域の学問分野において先端的・先導的研究等を推進することによ

り、若手研究者の育成、新しい研究拠点、新研究センター等を創出し、本学の研究活動

の発展に寄与することを目的としており、先導的研究人材育成部門、拠点形成研究部門、

研究戦略•研究推進部門の３部門が大学院先導機構の研究推進を担っている。 

【先導的研究人材育成部門】 

 先導的研究人材育成部門では、教員人事のテニュアトラック制や卓越研究員制度の活

用を推進しており、テニュアトラック普及・定着事業や平成 28 年度より文部科学省卓越

研究員事業の活用を推進し、国際共同研究を推進する教員を広く国内外から募っている。 

 採用された若手教員は大学院先導機構に所属し、挑戦的かつ独創的な研究発想を得た

若手研究者が、その発想を展開するべく、自立して研究を行える環境整備及び研究活動

を支援している。 

平成 28 年度以降は、平成 29 年度に大学院生命科学研究部（医）を実施部局として２

名のテニュアトラック助教を採用した。 

また、卓越研究員制度では、平成 28 年度に大学院生命科学研究部（医）、大学院生命

科学研究部（薬）、大学院先端科学研究部（理）をそれぞれ実施部局として各１名、合

計３名を採用し、平成 29 年度は大学院生命科学研究部（医）、先進マグネシウム国際研

究センター、大学院先端科学研究部（理）をそれぞれ実施部局として各１名、合計３名

を採用した。 

【拠点形成研究部門】 

 拠点形成研究部門では、国際共同研究拠点、国際先端研究拠点、拠点形成研究（平成

29 年度からは、みらい研究推進事業、めばえ研究推進事業）を設け、プロジェクトの萌

芽期から世界最高水準の研究までの育成・支援体制を整備している。 

 生命科学、自然科学、人文社会科学の各分野に国際共同研究拠点を組織し、国際共同

研究を推進するための環境整備を進めてきた（国際共同研究拠点は平成 29 年度末をも

って終了）。 

生命科学系は、国際共同研究拠点から発展した国際先端医学研究機構を平成 27 年度

に設置し、本学の生命科学分野における国際的にもハイレベルの研究力強化と国際共同

研究を推進している。 

また、自然科学系では、国際共同研究拠点から発展した国際先端科学技術研究機構を

平成 28 年度に設置し、本学の将来を担う新たな自然系研究領域における卓越した国際

共同研究を推進している。 

国際先端研究拠点のうち発生医学、エイズ学、パルスパワー科学の３グループは、過

去にグローバル COE プログラムの採択を受け、国際的に卓越した教育研究拠点を形成し

世界をリードする人材育成を実施してきた実績を持ち、本学を代表する世界最高水準の
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先端的・先導的研究拠点を形成している。平成 27 年度には、マグネシウム研究グループ

を追加認定し、４研究グループを重点支援している。 

支援期間は６年間とし、各期の中期目標・中期計画に照らした評価を行い、当該期間

に合わせて支援を実施している。 

国際先端研究拠点としては、次の４拠点がある。 

  １．幹細胞を用いた臓器再建と次世代医療・創薬を目指す国際的研究教育拠点 

 ２．エイズ制圧を目指した治療予防開発国際研究教育拠点 

 ３．パルスパワー科学の深化と応用 

 ４．先進マグネシウム合金の国際先端研究拠点 

また、拠点形成研究は、すでに外部から高い評価を受けている世界最高水準の研究を

「拠点形成研究Ａ」とし、世界最高水準を目指しうる研究を「拠点形成研究Ｂ」として

認定してきたが、平成 29 年度からは、この拠点形成研究事業を見直し、新たに「みらい

研究推進事業」及び「めばえ研究推進事業」を実施している。 

みらい研究推進事業は、既に高い評価を受けている研究者が中心となるグループの研

究で、次世代の本学を代表する世界トップレベルの研究領域として発展させるとともに、

当該領域をけん引するリーダーの育成・輩出することを目指す研究拠点であり、めばえ

研究推進事業は、学術の既成概念や方向を大きく変革・転換しうる大胆で挑戦的な研究

を支援し、将来の本学を代表しうる研究として活性化することを目的としたものである。 

なお、各事業の実施事業数は次のとおりである。 

（平成 28 年度採択） 

  拠点形成研究Ａ：12 研究プロジェクト   

拠点形成研究Ｂ：７研究プロジェクト 

（平成 29 年度採択） 

   みらい研究推進事業：８研究プロジェクト 

めばえ研究推進事業：18 研究プロジェクト 

【研究戦略•研究推進部門】 

 研究戦略•研究推進部門では、全学的な研究戦略の企画立案や新たな外部資金の獲得

にあたっての調整など、各研究プロジェクトに対する様々な支援活動を実施している。 

 平成 25 年度に文部科学省研究大学強化促進事業の採択を受け、新たに URA 推進室と

研究サポート推進室を本部門に組織し、研究支援体制を強化している。 

URA 推進室では、URA（研究コーディネーター）が学内外の情報収集・分析業務、新規

研究拠点の発掘・育成及び国際共同研究や異分野融合型研究のコーディネート、申請書

作成支援、プロジェクトの進捗管理、企業との連携支援業務、アウトリーチ活動等の多

岐にわたる研究支援業務を行っている。 

また、研究サポート推進室では、全学的に研究系技術支援職員を組織化し、研究用共

用設備・機器利用におけるサポートなど研究支援、研究環境整備を推進している。 

本学では、学内共同利用施設等に多様な研究設備を導入し、約 80 名の研究系技術職員

が、研究及び教育に関する技術支援業務を担当している。本学における研究力の強化・

促進のための方策の一つとして、これらの資源の有効活用を推進するために設置した。 

［想定する関係者とその期待］  
 大学院先導機構は、学長直轄の組織として「人の命・人と自然・人と社会」の科学を

営む３つの系の大学院を牽引し、連携・充実・発展させており、若手研究者の育成、新

しい研究拠点、新研究センター等を創出し、もって本学の教育研究活動及び本学大学院

の充実及び発展に寄与することを目的としているため、その活動範囲は全学に関わるこ

ととなる。 

先導的研究人材育成部門では、優秀な若手研究者をテニュアトラック制により採用す

ることで、独立した環境において高度な研究活動に専念することで、実施部局である各

部局における研究力強化に寄与している。 
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また、卓越研究員事業により採用した優秀な研究者を育成することで、本学の研究力

強化を牽引する存在となることが期待されている。 

拠点形成研究部門では、国際先端研究拠点として生命科学系が２拠点、自然科学系が

２拠点と、本学を代表する研究拠点への継続的な支援を行っており、世界的な研究拠点

としての更なる発展への期待が寄せられている。また、みらい研究推進事業は世界トッ

プレベルの研究として、めばえ研究推進事業は将来の本学を代表する研究として発展す

ることが期待されている。 

 研究戦略•研究推進部門では、URA 推進室において全学的な研究支援体制を強化し、研

究推進の展開を図っている。生命系、自然系、人社系の３系それぞれに対応できる URA

を配置し、学内全教員への研究サポート体制を整えている。 

 また、研究サポート推進室では、全学の技術職員から選出された技術職員が研究推進

課と協働して、学内の研究設備の共同利用、有効活用の促進による研究力強化への貢献

に尽力している。２．優れた点及び改善を要する点の抽出 

【優れた点】 

 大学院先導機構が中心となり牽引している研究大学強化促進事業について、平成 29 年

度に中間評価を受けた結果、「A 評価」という高い評価を受けた。 

評価の段階は上から、S、A、A-、B であり、採択された 22 機関の内訳は、S 評価が５機関、

A 評価が 10 機関、A-評価が５機関、B 評価が２機関という結果となった。 

 

学内のテニュアトラック制度を改善し、これまで当制度を実施できる部局が限られてい

た問題に対し、実施可能な部局の範囲を広げ、テニュアトラック制度の推進を図った。ま

た、テニュアトラック制度を活用して卓越研究員を募集し、平成 28 年度、29 年度にそれ

ぞれ３人を採用した。 

 

自然科学系の国際共同研究拠点が実体化した組織として、平成 28 年４月に国際先端科

学技術研究機構（IROAST）が、国際先端医学研究機構（IRCMS：平成 27 年４月設置）に引

き続き設置された。 

また、人文社会科学系についても、機構設置に向けた検討が進められている。 

 

 平成 28 年度まで実施していた「拠点形成研究 A、B」を見直し、「みらい研究推進事業」、

「めばえ研究推進事業」として平成 29 年度より実施した。 

平成 29 年度は、みらい研究推進事業を８件、めばえ研究推進事業を 18 件採択し、それぞ

れ年度末に研究成果の評価を行い、みらい研究推進事業は次年度（２年目）の更なる研究

発展へつなげることができ、めばえ研究推進事業は、次年度の新規募集がよりよい事業展

開となるよう検討する材料となった。 

 

学内 URA 体制については、平成 29 年度に URA のキャリアパス制度を整備し、平成 29 年

８月に５人の URA を無期雇用化し、持続的な研究支援体制の基盤を固めた。 

また、無期雇用化した５人のうち４人を主任リサーチ・アドミニストレーター、１人を

リサーチ・アドミニストレーターとし、学内の研究支援、産学連携推進の核としての活動

を加速するとともに、他の研究コーディネーターを管理・指導して組織的な機動力を強化

した URA 体制とした。更に、研究系 URA１人を、平成 29 年度から本学の経営企画本部へ併

任させ、大学経営の中核となる環境において、URA としての能力を発揮し、大学経営戦略

への貢献を果たした。 

このことにより、学内の URA の今後の活動の幅を拡大することができた。 

 
【改善を要する点】  

テニュアトラック制の改善により、導入できる部局が拡大したものの、テニュア獲得後
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のポストの用意や独立した研究環境の整備など、全学的に普及・定着させるためにはまだ

まだ課題が多い。将来的に優秀な研究者を継続的に獲得していくためにも、更なる普及・

定着への方策の検討が必要である。  
 

 みらい研究推進事業は３年間の継続支援となるため、３年間の事業終了時点での世界ト

ップクラスの研究成果の創出に向けた進捗管理を行う必要がある。  
そのためにも、研究の進捗過程での管理、指導の在り方や、年度末の研究成果に対する評

価方法など、今後改善を要する事柄について検討を図る。  
 
 URA 推進室については、キャリアパスに基づいた人材育成の方策や業績評価制度の仕組

みなど、URA のスキル向上に向けて継続的に改善を検討していく必要がある。 

また、URA の業務についても、大学の経営戦略や IR 体制の推進など、より大学運営に深

く関わるポジションでの活動に向けた検討を図る必要がある。 
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３．観点ごとの分析及び判定 

分析項目Ⅰ研究活動の状況  
観点 研究活動の状況  

（観点に係る状況）  
大学院先導機構に所属する教員は、その研究活動を実施部局である各部局において推進

しており、そこでは自立した研究環境のもと挑戦的かつ独創的な研究を様々な研究活動に

より展開させている。その研究活動を推進するため、積極的に競争的資金や民間団体の助

成金などに応募して、多くの外部資金を獲得して活発な研究活動を行った。その結果、平

成 29 年度には約 1 億 9 千万円を獲得しており、平成 28 年度と比較して約 1.3 倍となって

いる。 

また、研究の実施状況として、２年間の論文発表数は 100 報で、教員一人あたり 4.2 報

の論文を発表したことになる。さらに、100 報のうち 23 報が国際共著論文であり（国際共

著論文率：23.0％）、機関全体の国際共同研究に貢献している。 

国内外における学会での活動や、共同研究等の産学連携、受賞、特許などの活動も活発

に実施した。特に学内外からの受賞や特許については、増加傾向にある。（中期計画番号 26） 
 

（水準）  
期待される水準にある。  
（判断理由）  
外部研究資金の獲得状況、研究論文発表の実績も良好な成績にあり、これまでの取組が

研究活動に反映されていると判断する。  
これらの業績が着実に社会実装へ繋がり、学会での活動状況、産学連携活動の状況、受

賞、特許の実績に反映されている。  
以上のことから、社会・国民からの期待に応えていると判断される。  

 
分析項目Ⅱ研究成果の状況  
観点 研究の成果（大学の共同利用・共同研究拠点に認定された付置研究所及び研究施

設においては、共同利用・共同研究の成果の状況を含めること。）  
（観点に係る状況）  

大学院先導機構の所属教員の研究分野は、理工系から生命系と幅広いため、それぞれの

部局が用いて  
いる「研究業績の判断基準」業績を発表した。  
学術面では、S：１件となり、社会、経済、文化面では、SS：１件となった。（中期計画番

号 26）  
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（資料Ⅲ－３－11）研究業績の状況

 
（出典：研究推進課作成資料）  

（水準）  
期待される水準にある。  

（判断理由）  
大学院先導機構では、テニュアトラック教員や卓越研究員、特任助教等の若手教員が

所属教員の大部分だが、各分野において Impact Factor の高い論文を輩出し、各分野に

おける卓越した、優秀な水準にある研究活動を行っている。また、文部科学大臣表彰を

受けるような卓越した若手人材を獲得しているなど国民や社会からの期待に大きく応え

ている。 

 
 
 
 

業
績
番
号

細目
番号

細目名
代表的な研究成果

【最大３つまで】

学
術
的
意
義

文
化
的
意
義

社
会

、
経
済

、

重複して
選定した
研究業績

番号

共
同
利
用
等

固体面上液体の濡れ性評価モデルの
構築

固体面に付着した液体の濡れ現象を
定量的に評価するための理論体系の
構築を目指した研究である。工学や
化学分野だけでなく医療分野におけ
る固体、気体及び液体が関係する問
題において重要な課題であり、流体
力学や熱力学だけでなく、固体力学
や物理化学など様々な学問が関連し
ている。

SS

文部科学大臣表彰は、科学技術に関する研究開発、理解増進等に
おいて顕著な成果を収めた者について、その功績を讃えるもので、
科学技術に携わる者の意欲の向上を図り、我が国の科学技術水準
の向上に寄与することを目的としている。若手科学者賞は、萌芽的
な研究、独創的視点に立った研究等、高度な研究開発能力を示す
顕著な研究業績をあげた若手研究者を対象としている。
　世界に先駆けてTTF-1により特異的に転写活性化される遺伝子と
してROR1を同定し、ROR1が肺腺癌の生存に必須な「アキレス腱」で
あることを発見するとともに、ROR1は細胞膜で様々な受容体が集積
しシグナルを伝える機能を有するカベオラ形成に深く関与することを
見出し、薬剤耐性の詳細な分子機序を明らかにした。
　本研究成果は、難治癌の代表たる肺腺癌のこれまでにない革新
的な治療法の開発に直結すると期待され、本受賞を受けたものであ
り、卓越した水準にあると評価できる。

固体面に衝突した液滴の濡れ拡がり面積の定量予測については、
これまで世界中の研究者が実験理論や数値解析的観点から挑んで
きたが、衝突速度が遅い領域の予測は実現できていなかった。平
成29年5月に、液滴衝突速度が遅い領域も含めた液滴の濡れ拡が
り面積を定量的に予測する理論式を導き出すことに成功し、この研
究成果は、イギリスのオープン・アクセス・ジャーナル「Scientific
Reports」に掲載され、当該論文のIFだけでなくAltmetricの値も高く、
優秀な水準である研究業績として評価できる。また、「International
Journal of Heat and Mass Transfer」や「International Journal of
Engineering Science」で紹介された論文のIFについても高い数値が
出ており、優秀な水準だと評価できるものである。

2 8204
呼吸器内

科学

肺腺がんのリネジ特異的生存シグナ
ル伝達機構の解明

難治癌としての肺腺がんにおけるリネ
ジ生存癌遺伝子TTF-1が担う生存シ
グナル伝達関連分子の同定とその制
御機構の解明、及び肺腺がんの発
生・進展過程に深く関わるTTF-1下流
分子ROR1受容体の分子機能の解
明、さらには分子標的薬による耐性獲
得機序の解明とその克服を目指した
基礎研究を行っている。またこれらの
研究成果に立脚した臨床的困難を打
破できる独自性の高い革新的な治療
薬の開発を進めている。

YAMAGUCHI, T ., LU, C., IDA, L.,
YANAGISAWA, K., USUKURA, J.,
CHENG, J., HOTTA, N.,
SHIMADA, Y., ISOMURA, H.,
SUZUKI, M., FUJIMOTO, T . and
TAKAHASHI, T ., 2016. ROR1
sustains caveolae and survival
signalling as a scaffold of cavin-1
and caveolin-1. Nature
Communications , 7. (IF:12.124)

YAMAGUCHI, T ., HOSONO, Y.,
YANAGISAWA, K. and
TAKAHASHI, T ., 2013. NKX2-
1/TTF-1: An Enigmatic
Oncogene that Functions as a
Double-Edged Sword for Cancer
Cell Survival and Progression.
Cancer Cell , 23(6), pp. 718-723.
(IF:27.407)

YAMAGUCHI, T ., YANAGISAWA,
K., SUGIYAMA, R., HOSONO, Y.,
SHIMADA, Y., ARIMA, C., KATO,
S., TOMIDA, S., SUZUKI, M.,
OSADA, H. and TAKAHASHI, T .,
2012. NKX2-1/T ITF1/TTF-1-
Induced ROR1 Is Required to
Sustain EGFR Survival Signaling
in Lung Adenocarcinoma.
Cancer Cell,  21(3), pp. 348-361.
(IF:27.407)

研究テーマ
及び

要旨【200字以内】

判断根拠（第三者による評価結果や客観的指標等）
【400字以内。ただし、「学術的意義」「社会、経済、

文化的意義」の双方の意義を有する場合は、800字以内】

1 5504 流体工学

YONEMOTO, Y. and KUNUGI, T .,
2017. Analytical consideration of
liquid droplet impingement on
solid surfaces. Scientific Reports ,
7(1),.(IF:4.259)

YONEMOTO, Y. and KUNUGI, T .,
2016. Experimental and
theoretical investigation of
contact-angle variation for water-
ethanol mixture droplets on a low-
surface-energy solid.
International Journal of Heat and
Mass Transfer , 96, pp. 614-
626.(IF:3.458)

S
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４．質の向上度の分析及び判定 

（１）分析項目Ⅰ 研究活動の状況  
 

 （質の向上度）  
  改善、向上している。  
 
 （理由）  
   外部資金の獲得状況、論文数、国際共著論文、学会での発表、共同研究等の産学連

携活動状況など、第２期末より増加していることが認められ、研究活動の状況は向上

していると言える。 

 
（３）  分析項目Ⅱ 研究成果の状況  
 
 （質の向上度）  
  改善、向上している。  
 
 （理由）  
   若手教員が大部分の構成員ながら、顕著な研究業績も認められ、研究成果の状況は

向上していると言える。
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Ⅳ 管理運営の領域に関する自己評価  
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１．管理運営の目的と特徴  
 大学院先導機構は、基礎科学と応用科学の有機的連携のもと、生命科学、自然科学、人

文社会科学及び学際・複合・新領域の学問分野において先端的・先導的研究等を推進する

ことにより、若手研究者の育成、新しい研究拠点、新研究センター、新しい大学院教育シ

ステム等を創出し、もって本学の教育研究活動及び本学大学院の充実及び発展に寄与する

ことを目的として設置されており、この目的を達成するため、学長（機構長）直下に組織

を置き、機動的な管理運営組織を形成している。  
さらに、大学院先導機構に機構主幹を置き、人文社会科学研究部長、先端科学研究部長、

生命科学研究部長並びに生命科学、自然科学、人文社会科学及び学際・複合・新領域の学

問分野において先端的・先導的研究として高い評価を受けている世界最高水準の拠点形成

研究のうち、中期目標・中期計画に照らして特に重点的に支援するにふさわしい研究を行

っているグループの代表者（H29 年度４人）をもって充てている。  
また、大学院先導機構の運営に関する事項を審議するため、大学院先導機構運営委員会

を置き、拠点形成研究、若手人材育成に関することなどを審議し、本学の研究推進会議と

連携協力して戦略的な研究推進を実行している。  
大学院先導機構の各部門においても、以下のとおり管理運営機能が働いている。  
「リーディング大学院部門」には、熊本大学博士課程教育リーディングプログラム

（HIGO）運営委員会（以下、「HIGO プログラム運営委員会」という。）を置き、当該委

員会が重要事項等の決定及び管理運営を担当している。 

事務組織としては、生命科学系事務課リーディングプログラム推進チームを中心に管理運

営体制を構築しており、研究推進課と連携して、より効果的な管理運営を実行している。 

「先導的研究人材育成部門」では、テニュアトラック推進室を設置し、各事業の企画運

営にあたっており、テニュアトラック教員等が研究教育を実行する現場である実施部局と

連携協力することで、研究教育の環境整備、研究成果に対する業績評価、テニュア審査、

部局への配置換えなどの管理業務を円滑に実施している。 

「拠点形成研究部門」では、国際共同研究推進のため、生命科学、自然科学、人文社会

科学の各系に国際共同研究拠点を組織しており、国際共同研究拠点の発展形として、国際

先端医学研究機構が平成 27 年４月に、国際先端科学技術研究機構が平成 28 年４月分月に

設置され、拠点が実体化されることで更なる国際共同研究推進のための研究活動を展開し

ている。 

「研究戦略・研究推進部門」では、URA 推進室を設置し、シニア URA による管理指導の

もと研究支援活動を推進している。平成 29 年度に５人の URA を無期化し、うち４人を主

任 URA（係長相当）にしたことで、URA 推進室の管理運営機能の強化を果たした。また、研

究サポート推進室では、全学から選出された技術職員組織と連携協力し、設備共用化体制

の構築に組織的に取り組んでいる。  
 
［想定する関係者とその期待］  
 大学院先導機構は学長（機構長）直下の組織であり、大学院先導機構運営委員会にも生

命科学、自然科学、人文社会科学の３系からの代表である機構主幹を置き、先導的・先端

的研究拠点の代表者４人も委員として参画していることから、全学の教職員を関係者とす

るものである。 

また、研究推進会議と連携協力することで、本学の研究企画・戦略を牽引していく立場

としての期待を担う組織でもある。 

部門別では、リーディング大学院部門は大学院教育改革を主たる目的とし、広く産学官

にわたりグローバルに活躍するリーダーを育成することを目標としており、大学院医学教

育部・大学院薬学教育部が主体となり HIGO プログラムを運営している。  
当該プログラムでは、医学・薬学などを基盤とする「健康生命科学」の知識を持ちつつ、

九州・アジアの社会的ニーズを理解し、地域と世界を結びつけて、グローカル（グローバ
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ル＋ローカル）に様々な課題を解決できる人材を育成しており、グローカルに教育研究に

活動するアカデミックリーダーを社会へ輩出し社会貢献を果たす期待が寄せられている。 

 先導的研究人材育成部門では、優秀なテニュアトラック教員等が実施部局において行う

研究教育活動が学内の研究教育力を底上することが期待されており、将来の本学を代表す

る優秀な研究者として成長し、本学の研究を牽引していくことが期待されている。 

 拠点形成研究部門では、国際共同研究拠点、国際先端研究拠点、みらい・めばえ研究推

進事業などに関連する研究グループやその関係者に対する重点支援を通して研究力を強化

することが期待され、中間評価、成果評価を適切に実施することでより高い成果を導き、

次年度以降の更なる研究発展へと繋げている。 

研究戦略・研究推進部門では、URA 推進室の機能強化を図ることで全学の研究者への研

究支援の効果を高め、URA が本学の経営戦略や IR 戦略へ参画し、大学経営を更に推進させ

ることが期待される。また、研究サポート推進室と全学技術職員との連携を強化すること

で、全学的な技術支援体制の強化が期待される。 
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２．優れた点及び改善を要する点の抽出  
【優れた点】  
 学長が機構長を務めることで、大学院先導機構の意思決定に大学としての企画・戦略が

反映され、学長のリーダーシップのもとで全学の研究力強化のための支援業務がトップダ

ウンで速やかに実行されている。 

また、テニュアトラック制度の実施にあたり、テニュアポストを学長裁量ポストで用意

し、実施部局へ貸与するなどの方策を継続的に実施しており、部局がテニュアトラック制

度を導入しやすい環境作りを行っている。また、テニュアトラック制度の更なる浸透を目

指し、平成 29 年度に制度の改善を行い、これまで、小講座制導入のためや年俸制未導入の

ためなどの理由で実施困難であった部局に対しても、制度の活用を促進する仕組みを構築

した。更に、実施のための必須要件に加え選択要件の数により支援額に傾斜をつけるなど

の工夫を行った。また、テニュアトラック制度を活用した卓越研究員事業を推進し、平成

28 年度に３人、平成 29 年度に３人の優秀な研究者を獲得し、本学の研究力強化へ繋がる

活動を展開している。 

拠点形成研究部門では、平成 29 年度に、これまで拠点形成研究 A、B として支援を行っ

ていた事業を見直し、新たに「みらい研究推進事業」と「めばえ研究推進事業」をスター

トさせた。みらい研究推進事業は、世界の大学を凌駕する成果や新研究領域の開拓と発展

を目指す研究を支援しており、めばえ研究推進事業は、大胆で挑戦性の高い研究を支援し

ている。 

 URA のキャリアパス制度についても、機構長のもとで制度案を検討し、人事課と協議を

重ねた上でキャリアパス制度を整備し、平成 29 年度に５人の URA を無期化させた。また、

URA のスキル標準を定め、毎年度の目標設定、自己評価、業績評価までの評価制度を徹底

し、高度専門職員の人材育成を図っている。 

 
【改善を要する点】  

新しいテニュアトラック制度を平成 29 年度より実施しているが、採用時の学長裁量ポ 

ストの貸与制度があるものの、教員定員削減の状況の中、５年後のテニュア獲得後の部局

ポストの用意というものがネックとなり、全学的な制度の普及・浸透には改善検討の余地

がある。独立した優秀な研究者の育成に対する部局の関心、意識の更なる向上についても、

今後、大学院先導機構に課せられた課題である。 

また、人文社会科学系におけるテニュアトラック制の実施についても、導入に向けた 

検討を重ねてきたが、実績に結びついていない状況であるため、引き続き検討を行ってい

くことが求められる。 

さらに、テニュア獲得教員が実施部局へテニュア獲得後、速やかに配置できないケース

もあり、前述の部局ポスト問題と併せて検討を要する。 

一方、研究支援を強化していく上で予算の問題は切り離せない。拠点形成研究部門にお

けるプロジェクト支援、URA 推進室の強化、スタッフの充実などの財源は、研究大学強化

促進事業予算と間接経費収入に大きく依存しており、毎年度、補助金予算が減少していく

中での効果的な研究支援の改善を常に検討していく体制づくりが求められる。そのために

も、研究支援とその成果の費用対効果の分析と改善策へのフィードバックが重要となる。 

また、国際共同研究拠点が平成 29 年度末をもって終了し、その研究業績は国際先端医学

研究機構や国際先端科学技術研究機構へ引き継がれ、人文社会科学系においても機構設置

に向けた検討が行われており、大学院先導機構としての今後の国際共同研究推進のための

支援の在り方について、改善の検討を行う必要がある。 
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３．観点ごとの分析及び判定  
分析項目Ⅰ 管理運営体制及び事務組織が適切に整備され機能していること  
観点 管理運営のための組織及び事務組織が、適切な規模と機能を持っているか。また、

危機管理等に係る体制が整備されているか。  
（観点に係る状況）  

大学院先導機構の管理運営組織として、大学院先導機構運営委員会を設置している。運

営委員会の委員長は機構長である学長が務め、大学院先導機構の基本方針の策定、拠点形

成研究の支援、人材育成など重要事項の審議を行っており、その事務は研究推進課と生命

科学系事務課が担当している。  
研究推進課においては、大学院先導機構の運営委員会、業務管理、経理管理、施設管理

等を行う研究推進課先導・戦略担当と、人事・労務管理等を行う総務企画担当に分け、部

局等との連携も適切に行い、効果的な業務分担による管理運営が行われている。  
また、大学院先導機構のリーディング大学院部門については、生命科学系事務課リーデ

ィングプログラム推進チームが担当しており、HIGO プログラムの管理運営体制が適切に整

備されている。（中期計画番号 64）  
 
（水準）期待される水準にある。  
（判断理由）管理運営体制及び事務組織が適切に整備され適切に機能しているため。  
 
観点 大学の構成員（教職員及び学生）、その他学外関係者の管理運営に関する意見やニ

ーズが把握され、適切な形で管理運営に反映されているか。  
（観点に係る状況）  

大学院先導機構運営委員会には、機構主幹である人文社会科学研究部長、先端科学研究

部長、生命科学研究部長並びに生命科学、自然科学、人文社会科学及び学際・複合・新領

域の学問分野において先端的・先導的研究として高い評価を受けている世界最高水準の拠

点形成研究のうち、中期目標・中期計画に照らして特に重点的に支援するにふさわしい研

究を行っているグループの代表者が委員として参画している。これらの委員は各部局等の

意見やニーズを運営委員会での審議に反映される役割を持って審議に参画しており、体制

整備されている。 

 また、テニュアトラック教員等の所属は大学院先導機構であるが、研究教育活動は各部

局等において実施しており、その実施部局等と連携して管理運営を行っているため、各部

局の意見等が管理運営に反映される仕組みとなっている。（中期計画番号 64）  
 
（水準）期待される水準にある。  
（判断理由）生命科学、自然科学、人文社会科学の３系等から運営委員会委員が選出され、

各系の意見等が大学院先導機構の管理運営に反映される組織体制となっている。  
 また、各部局等との連携のもとでテニュアトラック制度が運営され、各部局等における

意見等が反映される体制となっている。  
 
観点 管理運営のための組織及び事務組織が十分に任務を果たすことができるよう、研

修等、管理運営に関わる職員の資質の向上のための取組が組織的に行われているか。  
（観点に係る状況）  
 管理運営のスキル向上のための研修への参加について、研究推進課内では積極的に推進

しており、研修成果を他の職員と共有することで関係職員全体のスキル向上の底上げも行

っている。また、担当部署内での情報共有と共通理解を推進し、組織的な管理運営力の強

化に繋がるよう意識改革を促している。  
 研究支援人材育成コンソーシアムへ加盟しており、当該コンソーシアムが実施する研修

会へ URA や事務職員を参加させ、資質の向上を図っている。 
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 URA１名を、平成 29 年度より経営企画本部へ併任させ、大学経営戦略の中核で OJT によ

る資質向上を図るとともに、URA 推進室への成果還元を行っている。  
 また、職員と研究系 URA との業務連携を密にし、課内連絡会等を通して協働による管理

運営体制を構築し、より高度で専門的な職務遂行能力の向上に向けた取組を行っている。  
（中期計画番号 64） 

 
（水準）期待される水準にある。  
（判断理由）研修への積極的な参加と研修成果の情報共有及び研究系 URA との協働によ

る体制構築などにより、スキル向上に向けた取組がなされている。  
 

分析項目Ⅱ 活動の総合的な状況に関する自己点検・評価が実施されているとともに、

継続的に改善するための体制が整備され、機能していること。  
観点 活動の総合的な状況について、根拠となる資料やデータ等に基づいて、自己点検・

評価が行われているか。  
（観点に係る状況）  

リーディング大学院部門では、HIGO プログラム運営委員会が毎月１回定期的に開催さ

れ、HIGO プログラムの活動状況等について、管理、点検体制が整備されている。  
先導的研究人材育成部門では、テニュアトラック教員等の業績評価システムを大学院

先導機構運営委員会委員から構成される大学院先導機構業績評価委員会が各実施部局等

へ付託する体制及び関係規程を整備し、各部局等との連携のもと効果的に研究教育活動

に対する評価体制が機能している。  
  また、拠点形成研究部門では、国際先端研究拠点に選定された４拠点に対し、中間評

価を実施（予定）し、より高い成果を求める体制を構築しており、みらい研究推進事業、

めばえ研究推進事業では、それぞれ年度末に業績評価を実施し、みらい研究推進事業に

ついては次年度に繋がる研究指導を行い、めばえ研究推進事業については、今後の更な

る研究発展を促す研究指導を実施している。 

さらに、研究戦略・研究推進部門では URA の評価体制を構築し、目標設定に基づく業

績評価を実施し、人材育成を兼ねた指導、助言を行っている。また、平成 29 年度に URA

の無期化を実施し、これまでの業績評価結果を踏まえた評価により、５名の URA を無期

化対象として選考するなど、URA の評価体制が整備されている。（中期計画番号 70）  
 

（水準）期待される水準にある。  
（判断理由）各部門の活動を把握、点検、評価する体制が整備されており、適切な事業活

動に反映されるよう効果的に機能している。  
 
観点 活動の状況について、外部者（当該大学の教職員以外の者）による評価が行われ

ているか。  
（観点に係る状況）  

リーディング大学院部門における HIGO プログラムには、他大学、自治体、民間企業か

らプログラム担当者として参画しており、当該外部組織の意見等が反映される体制を整

備している。 

さらに、第一線の関連分野の研究者、地方行政関係者、企業関係者と本学の研究・社

会連携担当理事及び教育・学生支援担当理事から構成される、リーディングプログラム

評価会議（以下「評価会議」という。）を設置して、本プログラムの点検、評価を実施

するとともに、プログラム改善に向けた意見交換を実施している。 

 先導的研究人材育成部門におけるテニュアトラック教員等業績評価については、学外者

を審査委員として 1 名以上入れることが必須事項とされている。 

また、拠点形成研究部門におけるみらい研究推進事業の年度末成果報告会では、教職員
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以外に学生の参加もあり、研究成果を広く学生にも公開することで、研究に対する客観

的評価が得られるような報告会とした。 

さらに、研究戦略・研究推進部門においては、URA の全国協議会である RA 協議会へ毎

年参加しており、そこで、他大学の URA 及び関係者に対し本学の URA 活動を発表し、様々

な意見等を交換し、今後の URA 活動へ反映させる取組を行っている。（中期計画番号 70）  
 
（水準）期待される水準にある。  
（判断理由）外部組織の有識者の意見等を伺う評価会議を整備し、当該会議を開催するこ

とで実際に外部有識者の貴重な意見等を聞くことができている。  
 
観点 評価結果がフィードバックされ、改善のための取組が行われているか。  

（観点に係る状況）  
評価会議では、プログラム改善に向けた意見交換等の内容や評価委員から提出された

HIGO プログラム評価報告書を基に HIGO プログラム運営委員会やワーキンググループに

おいて審議し、プログラムの運営改善に向けた検討を行い、その結果を次年度の評価会

議で報告し、取組の改善に反映させるなど、PDCA サイクルが機能している。 

  また、RA 協議会で活動報告を行った際に、他大学等の参加者から寄せられた意見等及

び他大学関係者と意見交換した情報を、後日、URA をはじめ課内で共有し、RA 協議会参

加報告会の場で改善に向けた検討を実施している。（中期計画番号 70）  
 
（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）リーディング大学院部門では、外部有識者の意見等を、HIGO プログラム運営

委員会やワーキンググループで協議し、プログラム改善に向けた検討を行う体制を整備し

ている。 

また、URA の全国協議会に積極的に参加し、他大学関係者の意見を伺い、今後の活動の

改善に反映させるような体制づくりを行っている。  
 
分析項目Ⅲ 教育研究活動等についての情報が、適切に公表されることにより、説明責任

が果たされていること。（教育情報の公表）  
観点 大学の目的（学士課程であれば学部、学科または課程ごと、大学院であれば研究

科または専攻等ごとを含む。）が適切に公表されるとともに、構成員（教職員及び学生）

に周知されているか。  
（観点に係る状況）  
  広報担当の URA を置き、大学院先導機構のホームページ（HP）を管理しており、当該

機構の概要から各部門に係る詳細な情報まで随時更新を行い、適切に情報公開を行って

いる。 

  研究大学強化促進事業に関する取組、URA 推進室、研究サポート推進室等に関する情

報も公表し、構成員への周知も行われている。  
また、HIGO プログラムでは、実施担当部署において HP を開設して、プログラムへの

理解と関心を高めてもらうため、プログラムの概要、カリキュラム内容、学生支援事業、

入試案内などの情報を公表しており、その情報を随時更新して適切な情報公開に努めて

いる。 

さらに、学内において、HIGO プログラムインターンシップ研究活動報告会を毎年開

催し、産学官民等の機関からパネリストが参加して、パネルディスカッションを行っ

たり、学生らによる国内外におけるインターンシップ等の活動報告、研究活動発表や

ポスターセッションを実施している。（中期計画番号 72）  
 
（水準）期待される水準にある。  
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（判断理由）組織、プログラムの概要、目的、活動内容等の情報が適切に公表され、情

報内容も随時最新の情報に更新するなど、適切な HP 管理が徹底されているとともに、

構成員への周知も行われている。  
 
観点 入学者受入方針、教育課程の編成・実施方針及び学位授与方針が適切に公表・周

知されているか。  
（観点に係る状況）  
 HIGO プログラム HP において入試案内のページを作成し、「出願から入学までの流れ」、

「募集要項」、「選抜試験」、「過去問題」などの情報を公表している。また、入学後の

カリキュラムについても分かりやすく解説してあり、修了までのスケジュールを一覧で確

認できるよう工夫してある。更にコース別の活動スケジュールも紹介することで、HIGO プ

ログラムに感心を持つ学生が、プログラム内容を理解でき、入学から修了までの流れをシ

ュミレーションできるよう、様々な情報を分かりやすく公表している。（中期計画番号 72）  
 
（水準）期待される水準にある。  
（判断理由）入学希望者が必要とする情報を、学生の視点から理解しやすく工夫した HP
作成を心がけており、HIGO プログラムへの関心を引き出す内容となっている。  
 
観点 教育研究活動等についての情報（学校教育法施行規則第 172 条に規定される事項

を含む。）が公表されているか。  
（観点に係る状況）  
 HIGO プログラム HP において担当者情報を公開しており、カリキュラムの科目、単位等

から国内外インターンシップ実績、セミナー・シンポジウム実績の情報を公表している。  
また、カリキュラムマップを公表することで、コース別のカリキュラムイメージを分かり

やすく伝えており、セミナーやインターンシップの実施状況も詳細に公表している。  
 また、大学院先導機構 HP において、テニュアトラック教員等の研究教育活動情報を公表

しており、「テニュアトラック普及・定着」事業に係る冊子を作成して、関係各所へ配布し

て広く公表を行った。  
国際先端研究拠点に認定された４拠点の研究活動情報や、みらい・めばえ研究推進事業

に採択されたプロジェクトの名称と研究代表者名についても公表している。  
なお、みらい・めばえ研究推進事業の研究成果については、別途、成果報告会を開催し研

究成果の公表を行うとともに、冊子を作成して関係各所へ配布し、採択された８名の研究

活動情報を広く公表した。  
また、URA 推進室や研究サポート推進室のページでは、様々な研究支援活動の情報を公

表している。（中期計画番号 72）  
 
（水準）期待される水準を上回る。  
（判断理由）教育研究活動等についての情報は適切に公表されており、提供ずる情報の内

容等、期待を上回る活動ができている。  
 

分析項目Ⅳ 教育研究組織及び教育課程に対応した施設・設備等が整備され、有効に活

用されていること。（施設・設備）  
観点 教育研究活動を展開する上で必要な施設・設備が整備され、有効に活用されてい

るか。また、施設・設備における耐震化、バリアフリー化、安全・防犯面について、そ

れぞれ配慮がなされているか。  
（観点に係る状況）  
 大学院先導機構が管理する共用棟本荘１（本荘キャンパス）の施設は、生命系テニュア

トラック教員等の研究拠点施設としての役割はもとより、生命系研究者の研究拠点施設と
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して共用化されており、安全面、防犯面に配慮した設備を有し、研究活動推進のための有

効活用が進められている。  
 また、HIGO プログラムにおいては、学生のためのミーティングルーム等のスペースを確

保して、学生の主体的な教育研究への取組を推進している。（中期計画番号 75）  
 
（水準）期待される水準にある。  
（判断理由）教育研究活動を展開するうえでの必要な施設・設備が整備され、有効に活用

されている。  
 
観点 教育研究活動を展開する上で必要な ICT 環境が整備され、有効に活用されている

か。  
（観点に係る状況）  
 テニュアトラック教員等の研究教育活動のための学内 LAN が整備されており、無線 LAN

アクセスポイントも学内各所に整備され、有効に活用されている。 

 また、研究支援業務を担う URA は、各自モバイル PC を所持し、機動的な研究支援活動を

推進している。また、研究情報分析のためのツールとして、Scopus（エルゼビア社）や Web 

of Science（クラリベイト・アナリティクス社）を導入して、研究情報分析機能を強化し

ている。 

HIGO プログラムにおいては、テレビ会議システムを活用して、行政、企業、最先端研究

セミナー等を薬学教育部キャンパスに配信している。また、運営委員会は、人文社会キャ

ンパス及び医学教育部キャンパスとつなぎ、必要に応じて双方向で会議を行っている。 

 また、講義等のレポート提出や成績評価は、すべて e ポートフォリオを通じて行ってい

る。さらに、行政、企業セミナー、社会文化科学関係の講義については、e ラーニングによ

り配信している。ただし、セミナー、社会文化科学関係の講義は出席を原則とし、e ポー

トフォリオについては、授業の復習等に活用するよう指導している。（中期計画番号 77） 

 
（水準）期待される水準にある。  
（判断理由）本学のＩＣＴ環境を十分に活用できる環境整備ができており、効果的な研究

教育活動や研究支援活動が展開できている。  
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観点 自主学習環境が十分に整備され、効果的に利用されているか。  
（観点に係る状況）  
 HIGO プログラムでは、セミナーやインターンシップへは、専門分野に関係なく医・薬

の学生が一緒に活動しており、また、学生が会議や打合せ等に自由に使える部屋を確保

している。さらに、リーディング大学院フォーラムへの参加や全国リーディング学生会

議の参加及び会議の企画・実施等、積極的に参画し、大学間の交流も積極的に行ってい

る。（中期計画番号 75）  
 
（水準）期待される水準にある。  
（判断理由）自主学習（研究）環境が十分に整備され、効果的に利用されている  
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４．質の向上度の分析及び判定  
 
（１）  分析項目Ⅰ 管理運営体制及び事務組織が適切に整備され機能していること  
 
 （質の向上度）  
  改善、向上している。  
 （理由）  
 大学院先導機構の管理運営組織として大学院先導機構運営委員会を設置しており、運営

委員会の委員長は学長である機構長が務めている。このことにより、大学の研究戦略方針

が運営委員会の意思決定に反映されるトップダウン形式となっていて、大学としての研究

推進の方向性とマッチングした管理運営体制となっている。  
 また、管理事務は研究推進課が担当しており、運営委員会の事務担当を研究推進課先導・

戦略担当が担うことで、研究大学強化促進事業における達成目標を見据えた運営委員会の

管理運営ができている。更に、大学院先導機構の業務・経理担当と人事・労務担当の部署

を分割しており、業務分担が有効に働いている。  
 なお、研究推進課には研究系 URA が所属しており、事務職員と協働して大学院先導機構

の管理運営を行っており、URA の人材育成によるスキルアップとともに、管理運営体制も、

より機能強化されている。URA のキャリアパスの整備と無期化の実施により、事務職員の

スキルアップにも好影響を与えている。  
以上のことから、第２期中期目標期間終了時点と比較して、改善、向上している。  

 
（２）  分析項目Ⅱ 活動の総合的な状況に関する自己点検・評価が実施されているとと

もに、継続的に改善するための体制が整備され、機能していること。  
 
 （質の向上度）  
  改善、向上している。  
 （理由）  
 リーディング大学院部門におけるプログラムの管理、点検体制は、HIGO プログラム運営

委員会が実施しており、先導的研究人材育成部門では、テニュアトラック教員等の業績評

価を大学院先導機構業績評価委員会と各実施部局の教授会が連携して効果的な評価体制が

機能している。また、拠点形成研究部門では、４つの国際先端研究拠点に対する中間評価

の仕組みを構築（予定）し、みらい研究推進事業、めばえ研究推進事業に対する業績評価

を実施し、更なる研究の発展へと評価体制を機能させている。 

さらに、研究戦略・研究推進部門では URA の評価制度に基づき業績評価を実施しており、

平成 29 年度には URA のキャリアパスに基づき URA の無期化を実施し、URA に対する評価の

仕組みを確立させた。 

 大学院先導機構のこれらの評価体制は、年々ブラッシュアップされることで、より精度

の高い評価制度へ変革している。 

以上のことから、第２期中期目標期間終了時点と比較して、改善、向上している。  
 
（３）  分析項目Ⅲ 教育研究活動等についての情報が、適切に公表されることにより、説

明責任が果たされていること。（教育情報の公表）  
 （質の向上度）  

 改善、向上している。  
（理由） 

HIGO プログラムの HP では、担当者情報、カリキュラム科目等、インターンシップなど

の活動情報など、教育活動全般に係る情報が十分に公表されており、入学希望者及び保護
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者、学校関係者が必要とする情報から、社会への教育活動の情報発信まで適切に公表され

ており、公表している情報内容も年々改善されており、詳細な情報をより伝わりやすく工

夫している。  
 大学院先導機構の HP でも、当該機構の目的、組織概要、活動内容を適切に公表すること

に心がけ、URA 推進室に HP 管理担当（広報担当 URA）を置き、最新の情報更新に留意して

いる。また、テニュアトラック教員等の研究活動情報の公表、拠点形成研究事業の各研究

成果の公表、大学院先導機構による各種研究支援情報の公表を行っている。更に、拠点形

成研究事業である、みらい・めばえ研究推進事業については、研究成果報告会を公開開催

し、研究費助成に対する説明責任を果たしている。 

 適切な情報公表及び説明責任への対応については、常に改善の意識を持ち取り組んでお

り、第２期中期目標期間終了時点と比較して、改善、向上している。  
 
（４）  分析項目Ⅳ 教育研究組織及び教育課程に対応した施設・設備等が整備され、有効

に活用されていること。（施設・設備）  
 （質の向上度）  

 改善、向上している。  
（理由）  
大学院先導機構が管理する共用棟本荘１の施設は、テニュアトラック教員等に限らず、

本荘地区各センター教員へ研究室として貸し出しているため、生命系研究分野の推進を支

援する環境設備を満たしたものであり、全ての研究室が有効に活用され本学の研究発展に

寄与している。安全面や防犯面に配慮した設備更新も随時行っており、研究環境の改善に

努めている。また、施設の保全業務のため､施設担当職員を本荘地区に置き、黒髪地区にあ

る研究推進課からも定期的に担当職員が出向き、施設の管理業務を行っている。  
 HIGO プログラムでは、学生の自主的学習スペース確保のため、会議や打合せを行うスペ

ースを用意し、また、テレビ会議システムを活用したセミナー、WEB を活用した講義やレ

ポート提出などの環境整備を行い、学生のニーズに応えた教育環境の改善に努めている。  
以上のことから、第２期中期目標期間終了時点と比較して、改善、向上している。  


